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第 1 章 序論 
1.1 本研究の背景 
1.1.1 地球温暖化対策のエネルギーの面的利用の位置づけ 
2015 年 12 月に、パリで開かれた第 21 回気候変動枠組条約締約国会議（COP21）において日本
は、2030 年までに 2013 年比で温室効果ガス排出量を 26％削減する目標が義務付けられた。この目


















































第 1 章 序論 
 
3 
表 1.1.1 地域熱供給（エネルギーの面的利用）の類型 1-4） 








































期の大きく 5 期に区分される 1-5)。その概観を表 1.1.2 に示す。 
















(3) 普及期（1990 年代） 
1990 年代に入ると、1980 年代を大きく上回る勢いで、首都圏のみならず、中部地区、近畿地区、
















また、供給開始後 20 年程度を迎える 1990 年代に導入された地区は全国の半分強にあたる。その
ため今後、熱源システムのリニューアルを迎える地区が多いことが考えられる。1990 年に千里中央


























第 1 章 序論 
 
5 

































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 図 1.1.2 に 1972 年から 2014 年までの地域熱供給システムの地区数の推移を示す。地域熱供給システ
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また、2011 年 3 月に発生した東日本大震災と電力需給の逼迫を経験した我が国では、震災の前
後で建物の設備機器の省エネ化が進んだこともあり、熱負荷の使用実態に更なる影響を与えている
と考えられる。このような震災前後の建物のエネルギー消費量の変化動向の実態調査では、橋達等




表 1.3.1 既往文献の負荷原単位の概要 
文献番号 著者名 書名 出版年 
















































地域熱供給システムにおける CGS に関する研究では、稲垣ら 1-19)が都市の現況を考慮した CGS
導入候補エリアを選定し、崔ら 1-20)が東京都の官公庁施設・厚生医療施設を対象に CGS 導入エリア
を選定しその効果を評価している。また、CGS 導入効果の検証に関する研究では、市川ら 1-21)が首
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連する属性情報が組み合わさっている。そのため、1 つの GIS データを構築するために、いくつか
の拡張子のデータがセットになっている。中でも、図形情報は拡張子.shp の shape ファイル、属性
情報は拡張子.dbf のデータベースファイルに対応している。また、本研究では GIS データの編集に
ESRI, Inc.の ArcGIS を用いた。 
（2）GIS 建物現況データ 
 調査対象は東京都特別区であるため、東京都が発行する GIS 建物現況データを用いた。東京都
は、平成 23 年(2011 年)に東京都特別区を対象に土地利用現況調査を行い、「東京の土地利用平成
23 年東京都区部」に取りまとめている。この調査は東京都の土地利用の現況と変化の動向を把握
するため、概ね 5 年ごとに実施されており、GIS 建物現況データはこの調査の結果を活用し作成さ
れている。 
 GIS 建物現況データには、表 2.2.1 に示すように建物のポリゴンごとに建築面積、建物階数、建
物施設、延床面積換算係数等の属性情報が存在する。建物の施設分類には 
表 2.2.2 に示す GIS 建物現況データ内の建物施設分類コード（BV_6）と建物施設細分類コード（BV_7）
























































コード 主施設 細分類コード 






















131 独立住宅 0  
132 集合住宅 0  
141 専用工場 0  




150 農林漁業施設 0  










 東京都の GIS 建物現況データには、延床面積に該当する値の属性情報が無いため新たに算出する
必要がある。延床面積は、東京都建物現況データに付与されている属性データを用いて算出した。
はじめに AREA（図形面積、単位：㎡）に BD_3（地上階数）、BD_4（地下階数）を乗じ延床面積を





表 2.2.3 延べ面積換算コード表 
コード 内容 
1 全階数とも同一形状 
2 建物の上層部が下層部の形状の 50％以上 100％未満 
3 建物の上層部が下層部の形状の 50％未満 
 
表 2.2.4 延べ面積換算係数表 
コード 建物階数 係数 









12F 以上 0.40 
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(2) 既存地域熱供給システム地区の GIS データの作成 
 既存地域熱供給システム地区の GIS データは、各熱供給事業者が発行するパンフレットや地域熱
供給事業協会 HP の熱供給事業導入事例を参考資料として作成する。地域熱供給システム地区の GIS
データは①供給エリア、②エリア内建物、③プラント位置、④地域導管の 4 つのデータで構成する。
また、②エリア内建物には属性情報として需要家建物の該当・非該当の情報を付与する。 
 ①供給エリア、③プラント位置、④地域導管の 3 つのデータは、参考資料を基に GIS 上で新たに
データを作成した。また、①供給エリアは多角形（ポリゴン）、③プラント位置は点（ポイント）、
④地域導管は線（ライン）の形状でデータを作成した。  




図 2.2.1 に作成した地域熱供給システム GIS データの一例（赤坂・六本木アークヒルズ地区）を
示す。赤坂・六本木アークヒルズ地区の GIS データを作成したことにより、需要家建物の建物施設
や表 2.2.5 に示すような地区面積、建物施設ごとの熱供給延床面積を算出することができた。この
ような地域熱供給システムの GIS データを 61 地区分作成し、図 2.2.2 に示すように東京都特別区
内の地域熱供給システムの整備実態を把握することができた。  
 
    
a) 参考資料（パンフレット）          b)作成した GIS データ 
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図 2.2.2 東京都特別区における地域熱供給システム GIS データの作成（2011 年度） 
  
熱供給地区




 図 2.2.3 に東京都特別区各区における地域熱供給システム地区内外の事務所建物の延床面積を示






（30％）、中央区が 1,871[千㎡]（15％）、新宿区が 3,932[千㎡]（41％）、江東区が 1,447[千㎡]（22％）、
渋谷区が 611[千㎡]（10％）、品川区が 1,551[千㎡]（28％）、文京区が 193[千㎡]（7％）、大田区が 238[千
㎡]（9％）、豊島区が 583[千㎡]（23％）、墨田区が 170[千㎡]（10％）であった。また、熱供給地区内
の事務所総延床面積の内、約 6 割の建物がある都心 3 区（千代田区、港区、中央区）の熱供給地区
内には、特別区内の約 4 割の事務所建物の延床面積が集積していた。このことから地域熱供給シス
テムの高効率化は、東京都区内の CO2 排出量の削減において大きな影響があると考えられる。  
 
 
図 2.2.3 東京都特別区における事務所総延床面積と供給範囲内の延床面積 
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2.3 東京都特別区における既存地域熱供給システムの CO２排出量及び効率の推移 
2.3.1 分析概要及び方法 
 東京都特別区内の地域熱供給システムにおける、1998 年度～2015 年度の販売熱量と原・燃料使用
量、及び供給地区面積と供給延床面積を調査し、熱供給システム効率と CO2 排出量を算出した。調
査には、一般社団法人日本熱供給事業協会が発行する熱供給事業便覧の 1999 年度版（1998 年度の
データ記載）から 2016 年度版（2015 年度のデータ記載）を用いた。 
 調査対象は、東京都特別区内の地域熱供給システム 61 地区において、熱供給事業便覧上に原・燃料











表 2.3.1 一次エネルギー換算係数 
原・燃料使用量 一次エネルギー換算係数 
電力[千 kWh] * 9.76[GJ/千 kWh] 
ガス[千 m3] * 45[GJ/千 m3] 
LPG[t] * 50.8[GJ/t] 
石炭[t] * 29.4[GJ/t] 
灯油[kl] * 36.7[GJ/kl] 
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(1) CO2 排出量の算出方法 
熱供給事業便覧に記載されている調査対象地区の 1998 年度から 2015 年度までの原・燃料使用量
に、表 2.3.2 に示す CO₂換算係数を乗じ、各地域熱供給システムの年度ごとの CO2 排出量を算出し
た。 
電力の CO2 排出量の算出では、東京電力が公表した 2015 年度の調整後 CO2 換算係数 0.491 [kg－
CO2/kWh]を用いた。この値は、発電事業者の電源構成比とともに年度ごとに変動しており、1998 年
度は 0.315[kg－CO2/kWh]と 2015 年度に対して 35％小さい値であった。本章では電力由来の CO2 排
出量を同一の条件で分析するため、各年度の電力消費量に 2015 年度の換算係数を乗じ CO2 排出量
を算出した。 
そして、ガスの CO2 排出量の算出は、東京ガスのガス種類 13A･中圧供給の CO2 換算係数 2.19 [kg
－CO2/m3]を用いて算出した。また、LPG・灯油・重油の CO2 排出量の算出は、「地球温暖化対策推
進法」の関連法令である「特定排出者の事業活動に伴う温室効果ガスの排出量の算定に関す省令」
に基づき、表 2.3.2 に示す CO2 換算係数を用いて算出した。また、CO2 排出量を供給範囲内の事務
所延床面積の合計値で除し、単位面積当たりの CO2 排出量を算出した。 
 












CO2 換算係数 係数値 
電力* 0.491 [kg－CO2/kWh] 
ガス** 2.19 [kg－CO2/m3] 
LPG*** 0.059 [t-CO2/GJ] 
灯油*** 0.068 [t-CO2/GJ] 
重油*** 0.069 [t-CO2/GJ] 
*東京電力 HP 2015 年度値 
**東京ガス HP 13A 中圧供給 
***特定排出者の事業活動に伴う温室効果ガスの排出量の算定に関する省令別表第 1 












ム効率を基に AA、A⁺、A、A⁻、B、C の 6 段階に評価が格付けされた。 
 
NE=(CL+HL+DS+S+HW)／(E+G+PG+C+H+K+O) ........................................................................... (1) 
  NE：熱供給システム効率[-] 
  CL：冷水販売量[MJ] 
  HL：温水販売量[MJ] 
  DS：直接蒸気販売量[MJ] 
  S：蒸気販売量[MJ] 
  HW：給湯用温熱販売量[MJ] 
  E：熱源システム電力消費量[MJ]（換算係数：9.76[MJ/kWh]） 
  G：熱源システム都市ガス消費量[MJ]（換算係数：45[MJ/m3]） 
  PG：熱源システム LPG 消費量[MJ]（換算係数：50.8[MJ/kg]） 
  C：熱源システム石炭消費量[MJ]（換算係数：29[MJ/kg]） 
  H：熱源システム A 重油消費量[MJ]（換算係数：39.1[MJ/ℓ]） 
  K：熱源システム灯油消費量[MJ]（換算係数：36.7[MJ/ℓ]） 
  O：熱源システムその他燃料消費量[MJ] 
 











0.9 以上 AA 
0.85 以上～0.90 未満 A⁺ 
0.80 以上～0.85 未満 A 
0.73 以上～0.80 未満 A⁻ 
0.65 以上～0.73 未満 B 
0.65 未満 C 




 図 2.3.1 に地域熱供給地区面積、図 2.3.2 に地域熱供給延床面積、図 2.3.4 に原・燃料使用量、図 
2.3.3 に販売熱量の 1998 年度～2015 年度の推移グラフを示す。 
1998 年度と 2015 年度を比較すると供給地区面積は 9,409[千㎡]から 10,079[千㎡]に 7.1％増加し、
供給延床面積は 16,968[千㎡]から 21,899[千㎡]に 18.9％増加していた。また、原・燃料使用量は






   
 
































































































































































電力 ガス LPG 灯油 石炭






















































温水 蒸気 直接蒸気 冷水 給湯
図 2.3.2 地域熱供給延床面積の推移 図 2.3.1 地域熱供給区域面積の推移 
図 2.3.4 原・燃料使用量の推移 図 2.3.3 販売熱量の推移 
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2.3.3 CO2 排出量と単位面積当たりの販売熱量の推移の分析結果 
 図 2.3.6 に CO2 排出量の推移を示す。1998 年度と 2015 年度を比較すると約 590,000[ｔ]から約
522,000[ｔ]に 12％減少していた。また、図 2.3.5 に販売熱量と供給延床面積から算出した単位面積
当たりの販売熱量の推移を示す。1 ㎡当たりの販売熱量は 536.3[MJ/㎡年]から 414.8[MJ/㎡年]に約
23%減少していた。 
次に、原燃料使用量及び供給延床面積から算出した単位面積当たりの CO2 排出量の推移を図 
2.3.8 に示す。供給面積当たりの CO2 排出量は 34.7[t/千㎡]から 22.4[t/千㎡]に約 35%減少していた。
また、供給延床面積当たりの一次エネルギー消費量を図 2.3.7 に示す。1 ㎡当たりの一次エネルギ







































































































































































































































































































































































図 2.3.5 供給延床面積あたりの 
販売熱量の推移 









(1) 東京都特別区内の地域熱供給システムにおけるシステム効率の推移  
図 2.3.9 に地域熱供給システムのシステム効率の平均値推移を示す。左軸は熱供給システム効率
[-]を示しており、右軸は地域熱供給プラントの格付け制度が開始された前年の 2001 年度を 1.0 とし
た各年度の比率[-]を示している。2002 年度以降のシステム効率の平均値は、2001 度年と 2015 度年
で比較すると 0.74[-]から 0.89[-]に上昇しており、熱供給システム効率は平均で約 20％向上してい
た。また、2001 年度に対する比率では 2015 年度が 1.13 倍となった。 
 
 




































































































熱供給システム効率の評価基準を用いた 1998 年度から 2015 年度まで地域熱供給システムのシス
テム効率評価の推移と地区数の割合を図 2.3.10 に示す。 
AA 地区は 10 地区から 21 地区に増加、A⁺地区は 1 地区から 5 区に増加、A 地区は 3 地区から 10
地区に増加、A⁻地区は 8 地区から 6 地区に減少、B 地区は 8 地区から 6 地区に減少、C 地区は 13 地
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(3) システムタイプ毎の 2001 年度に対する 2015 年度のシステム効率の変化 




つに分類し横軸に 2001 年度、縦軸に 2015 年度の熱供給システム効率をとった散布図を作成した。 
また、対象地区数は 2001 年度、2015 年度の熱供給システム効率が算出できた地区のみを対象地
区としているため 41 地区となる。ただし、品川八潮地区、恵比寿地区は原・燃料使用量の内訳が不
明であり他の地区と比べ熱供給システム効率が高くなりすぎたため今回の調査ではこの 2 地区を除
外した 39 地区を分析対象とした。 
図 2.3.11 では熱供給システム効率を 0.4[-]~1.4[-]の範囲を表示しており、表 2.3.3 の値を用いて
熱供給システム効率の評価範囲を赤い破線で示している。分析対象の 39 地区の内 34 地区では、
2001 年度に対して 2015 年度の熱供給システム効率が上昇した。2001 年度から 2015 年度にかけて












































































は東京都特別区内の建物の CO2 排出量の削減に大きな影響を与えると考えられる。 
２) 分析対象 46 地区における 1998 年度から 2015 年度の運転実績の推移を分析した結果、供給地
区面積は 7.1％増加、供給延床面積は 18.9％増加、販売熱量は 0.2%減少、原燃料使用量は 16.7%
減少していた。 




４) 1998 年度から 2015 年度の各地域熱供給プラントの熱供給システム効率の平均値を比較すると
0.74 から 0.89 へ約 1.2 倍に向上していた。また、地域熱供給システムの熱供給システム効率の
格付けでは、1998 年度と 2015 年度を比較すると AA 地区は 8 地区から 20 地区に増加してお
り、C 地区は 13 地区から 1 地区に減少していた。 
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2-4) 経済産業省・環境省 HP:特定排出者の事業活動に伴う温室効果ガスの排出量の算定に関する省
令,http://www.env.go. jp/press/press.php?serial=12339.閲覧日 , 2017.12 
2-5) 日本 LP ガス協会 HP:http://www.j-lpgas.gr.jp/nenten/co2.html , 閲覧日 , 2017.12 
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第 3 章 既存地域熱供給システム需要家の熱負荷の調査分析 
3.1 研究概要 
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YU= YUB×A ............................................................................................................................................ (1) 
 YU：U 施設の年間負荷[MJ/年][kWh/年] 




MUJ= YU×MUJR／100 ............................................................................................................................. (2) 
 MUJ：U 施設 J 月の負荷[MJ/月][kWh/月] 
 MUJR：U 施設 J 月の月別負荷比率[%]（J=1 月～12 月） 
 
DUJ= MUJ／NJ .......................................................................................................................................................................................................(3) 
 DUJ：U 施設 J 月の日別負荷[kJ/日][Wh/日] 
 NJ：J 月の総日数[日] 
 
HUJT= DUJ×HUJTR／100.......................................................................................................................... (4) 
 HUJT：U 施設 J 月 T 時の負荷[kJ/h][Wh] 






表 3.2.1 既存負荷原単位の構成 
建物種類 事務所施設、宿泊施設、病院施設、商業施設、住居施設、スポーツ施設  
負荷種類 冷房、暖房、給湯、電力 
負荷構成 
年間負荷原単位[MJ/㎡ y][kWh/㎡ y] 単位面積当たりの年間負荷 










表 3.3.2 に示す。調査は 2009 年度～2016 年度にかけて行い、2008 年度～2010 年度、2013 年度、
2015 年度の負荷データを収集した。熱負荷は 2011 年 3 月に発生した東日本大震災の影響を受けて
いると考えられるため、収集した負荷データの内、震災発生以前の 2008 年度～2010 年度の熱負荷











































4 件 4 件 1 件 4 件 4 件 4 件 
合計 117 件 
91 件 
(77%)* 
119 件 116 件 13 件 37 件 30 件 34 件 
*括弧内は回収率を示す。 
**回収データ件数はデータを回収した建物の複数年度の負荷データの合計件数を示している。  























































分析から除外した。除外の目安は、年間 8760 時間中の最小熱負荷値をデータ目盛 1 と仮定し、そ
の値と年間ピーク熱負荷の比率が 30 倍以下を除外した。 




については、東京都 34 件、千葉県 5 件、埼玉県 1 件、神奈川県 2 件、暖房用熱負荷については、
東京都 13 件、千葉県 4 件、埼玉県 1 件、神奈川県 2 件の建物である。官公庁施設については東京
都 2 件、埼玉県 2 件の建物である。商業施設については東京都 1 件の建物である。宿泊施設につい
ては東京都 1 件、千葉県 2 件、埼玉県 1 件の建物である。病院施設については神奈川県 1 件、香川




図 3.3.1 事務所熱負荷のデータ選別フロー 
 
表 3.3.3 分析対象の負荷データ件数 
 実績データⅠ 実績データⅡ 
冷熱負荷 温熱負荷 電力負荷 冷熱負荷 温熱負荷 電力負荷 
事務所施設 42 20 件 6 件 13 件 10 件 11 件 
官公庁施設 4 4 件 1 件 － － 2 件 
商業施設 1 1 件 - － － 1 件 
宿泊施設 4 4 件 1 件 1 件 1 件 2 件 
病院施設 4 4 件 1 件 2 件 2 件 2 件 













実績データⅠの各建物施設の建物規模別割合を図  3.3.2 に示す。事務所施設の負荷データは
10,000 ㎡以上 30,000 ㎡未満の建物が全体の 25％、30,000 ㎡以上 100,000 ㎡未満の建物が 36％、
100,000 ㎡以上の建物が 39％を占めている。官公庁の負荷データは 4 件全てが 100,000 ㎡以上の建
物である。商業施設の負荷データは分析対象として収集できた建物が１件のみであり、10,000 ㎡以
上 30,000 ㎡未満の建物であった。宿泊施設の負荷データは 10,000 ㎡以上 30,000 ㎡未満の建物が
75％であった。病院施設の負荷データは 10,000 ㎡以上 30,000 ㎡未満の建物が 25％、30,000 ㎡以上
100,000 ㎡未満の建物が 75％であった。 
実績データⅠの各建物施設の竣工年代別割合を    図 3.3.3 に示す。全体では、1990 年代に
竣工した建物が最も多く 40％、2000 年代に竣工した建物が 33％、1980 年代に竣工した建物が 13％
と全体の 86％を占めている。施設別では、商業施設 1 件は、1980 年代に竣工した建物である。 
  
図 3.3.2 各建物施設の建物規模別割合    図 3.3.3 各建物施設の竣工年代別割合 
   （実績データⅠ）            （実績データⅠ） 
 
(3) 外気温度の概要 
東京都の月別外気温度を図 3.3.4 に示す。各年度で夏期・冬期の月平均気温は 3℃程度のばらつ
きがある。事務所施設の負荷データが 2008 年度と 2009 年度の値、官公庁施設、商業施設、宿泊施
設の負荷データが 2009 年度のみの値、病院施設の負荷データが 2010 年度のみの値である。また、

































































































[℃] 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度
4月 14.7 15.7 12.4 14.5 14.5 15.2
5月 18.5 20.1 19.0 18.5 19.6 19.8
6月 21.3 22.5 23.6 22.8 21.4 22.9
7月 27.0 26.3 28.0 27.3 26.4 27.3
8月 26.8 26.6 29.6 27.5 29.1 29.2
9月 24.4 23.0 25.1 25.1 26.2 25.2
10月 19.4 19.0 18.9 19.5 19.4 19.8
11月 13.1 13.5 13.5 14.9 12.7 13.5
12月 9.8 9.0 9.9 7.5 7.3 8.3
1月 6.8 7.0 5.1 4.8 5.5 6.3
2月 7.8 6.5 7.0 5.4 6.2 5.9
3月 10.0 9.1 8.1 8.8 12.1 10.4
年平均 16.4 16.7 16.9 16.5 16.3 17.0






図 3.4.1~図 3.4.3 に、事務所施設における既存原単位と実績データⅠの年間負荷を示す。既存原
単位は、事務所（標準型）を用いて比較を行った。図 3.4.1 より、実績データⅠの冷熱負荷は 294.5[MJ/
㎡年]であり、既存と同等の値であった。また、実績データⅠの元データ 42 件の内、最小値は 146.3[MJ/
㎡年]、最大値は 510.9[MJ/㎡年]、標準偏差は 78 であり、各データの差が約 360 [MJ/㎡年]と非常に
大きい傾向にあった。 
図 3.4.2 より、年間温熱負荷は、実績データⅠが 89.3[MJ/㎡年]であり、既存（暖房負荷と給湯負
荷の合算値）の 64%の値であった。また、実績データⅠの元データ 24 件の内、最小値は 49[MJ/㎡
年]、最大値は 153.4[MJ/㎡年]、標準偏差は 27.7 であり、各データの差が約 100[MJ/㎡年]と大きい傾




図 3.4.1 事務所 既存と実績データⅠの年間冷熱負荷（n=42） 
 
 
図 3.4.2 事務所 既存と実績データⅠの年間温熱負荷（n=20） 
  


















































































































図 3.4.4~図 3.4.6 に、官公庁施設における既存原単位と実績データⅠの年間負荷を示す。既存原
単位には官公庁施設の負荷は設定されていない為、事務所施設の原単位を用いて既存と実績データ
Ⅰの比較を行った。図 3.4.4 より、実績データⅠの冷熱負荷は 153.9[MJ/㎡年]であり、既存の 53%
であった。実績データⅠの元データ 4 件の内、最小値は 119.7[MJ/㎡年]、最大値は 214.1[MJ/㎡年]、
標準偏差は 37.2 であった。 
図 3.4.5 より、年間温熱負荷は、実績データⅠが 119.1[MJ/㎡年]であり、既存（温熱負荷と給湯負
荷の合算値）の 92%であった。また、実績データⅠの元データ 4 件の内、最小値は 89.5[MJ/㎡年]、
最大値は 131.6[MJ/㎡年]、標準偏差は 20.1 であった。 
図 3.4.6 より、年間電力負荷はデータ件数が 1 件であり参考程度の値ではあるが、実績データⅠ




図 3.4.4 官公庁 既存と実績データⅠの年間冷熱負荷（n=4） 
 
 
図 3.4.5 官公庁 既存と実績データⅠの年間温熱負荷（n=4） 
 
 















































































































図 3.4.7~図 3.4.8 に、商業施設における既存原単位と実績データⅠの年間負荷を示す。商業施設
は負荷データを 1 件のみ収集したため参考値として記載する。図 3.4.7 より、実績データⅠの冷熱
負荷は 575.5[MJ/㎡年]であり、既存より約 10%大きい値を示した。 





図 3.4.7 商業 既存と実績データⅠの年間冷熱負荷（n=1） 
 
 
















































































図 3.4.9~図 3.4.11 に、宿泊施設における既存原単位と実績データⅠの年間負荷を示す。図 3.4.9
より、実績データⅠの冷熱負荷は 369.1[MJ/㎡年]であり、既存の 88%であった。実績データⅠの元
データ 4 件の内、最小値は 353.6[MJ/㎡年]、最大値は 381.5[MJ/㎡年]、標準偏差は 23.6 であり、各
データの差は約 28[MJ/㎡年]と小さい傾向にあった。 
図 3.4.10 より、年間温熱負荷は、実績データⅠが 487.3[MJ/㎡年]であり、既存（温熱負荷と給湯
負荷の合算値）の 72%であった。また、実績データⅠの元データ 4 件の内、最小値は 454.3[MJ/㎡
年]、最大値は 543.1[MJ/㎡年]、標準偏差は 39 であり、各データの差が約 88.5[MJ/㎡年]であった。
宿泊施設の年間熱負荷は、冷熱負荷、温熱負荷ともに実績データⅠは既存より低下している傾向に
あった。 





図 3.4.9 宿泊 既存と実績データⅠの年間冷熱負荷（n=4） 
 
 
図 3.4.10 宿泊 既存と実績データⅠの年間温熱負荷（n=4） 
 
 






















































































































図 3.4.12~図 3.4.14 に、病院施設における既存原単位と実績データⅠの年間負荷を示す。図 3.4.12
より、実績データⅠの冷熱負荷は 252.9[MJ/㎡年]であり、既存の 76%であった。実績データⅠの元
データ 4 件の内、最小値は 189.0[MJ/㎡年]、最大値は 346.3[MJ/㎡年]、標準偏差は 57.8 であり、各
データの差は約 160[MJ/㎡年]と大きい傾向にあった。 
病院施設の温熱負荷データは全て、給湯負荷を含まない値であるので、以降の分析では既存原単
位の温熱負荷と比較した。図 3.4.13 より、年間温熱負荷は実績データⅠが 116.2[MJ/㎡年]であり、
既存の 37%と非常に低い傾向にあった。また、実績データⅠの元データ 4 件の内、最小値は 95.1[MJ/
㎡年]、最大値は 131.6[MJ/㎡年]、標準偏差は 15.1 であり、各データの差が約 40[MJ/㎡年]であった。
病院施設の実績データⅠは、元データ年度が 2010 年年度と猛暑として記録された年であるにも関
わらず、既存原単位より冷房・温熱負荷ともに低い傾向にあった。 
図 3.4.14 より、年間電力負荷はデータ件数が 1 件であり参考程度の値ではあるが、実績データ
Ⅰが 174.0[kWh/㎡年]で既存の 102%とほぼ同様の値を示した。 
 
 
図 3.4.12 病院 既存と実績データⅠの年間冷熱負荷（n=4） 
 
 
図 3.4.13 病院 既存と実績データⅠの年間温熱負荷（n=4） 
 
 





























































































































図 3.4.15 事務所 既存と実績データⅠの月別冷熱負荷比率（n=42） 
  
図 3.4.16 事務所 既存と実績データⅠの月別温熱負荷比率（n=20） 
  


















































































































































































































図 3.4.18 官公庁 既存と実績データⅠの月別冷熱負荷比率（n=4） 
  
図 3.4.19 官公庁 既存と実績データⅠの月別温熱負荷比率（n=4） 
  

















































































































































































































図 3.4.21 商業 既存と実績データⅠの月別冷熱負荷比率（n=1） 
  











































































































































期の負荷比率は、既存原単位と比較して実績データⅠが 1 ポイント程度低下している。 
  
図 3.4.23 宿泊 既存と実績データⅠの月別冷熱負荷比率（n=4） 
  
図 3.4.24 宿泊 既存と実績データⅠの月別温熱負荷比率（n=4） 
  


















































































































































































































図 3.4.26 病院 既存と実績データⅠの月別冷熱負荷比率（n=4） 
  
図 3.4.27 病院 既存と実績データⅠの月別温熱負荷比率（n=4） 
  












































































































































































































































































































































































夏期 中間期 冬期 夏期 中間期 冬期
0時 0.00 0.00 0.87 1.14 1.72
1時 0.00 0.00 0.82 1.09 1.67
2時 0.00 0.00 0.79 1.05 1.60
3時 0.00 0.00 0.75 1.02 1.58
4時 0.00 0.00 0.76 1.00 1.56
5時 0.00 0.00 0.85 1.03 1.63
6時 0.00 0.00 1.52 1.41 1.95
7時 1.79 0.40 3.80 2.71 2.66
8時 9.57 11.78 6.45 5.19 3.72
9時 9.17 13.37 7.25 6.45 5.06
10時 8.97 11.19 7.47 7.08 6.12
11時 9.27 11.88 7.52 7.50 6.89
12時 9.37 10.40 7.42 7.62 7.15
13時 9.27 11.68 7.53 7.91 7.48
14時 8.97 11.78 7.67 8.20 7.84
15時 10.69 11.19 7.63 8.12 7.79
16時 8.97 3.86 7.46 7.77 7.48
17時 9.27 1.68 6.75 6.94 6.75
18時 3.89 0.50 5.23 4.97 5.13
19時 0.40 0.00 3.64 3.52 3.97
20時 0.40 0.30 2.94 2.91 3.34
21時 0.00 0.00 2.14 2.21 2.74
22時 0.00 0.00 1.57 1.75 2.24
23時 0.00 0.00 1.20 1.42 1.93































































































































































夏期 中間期 冬期 夏期 中間期 冬期
0時 0.00 0.00 3.11 1.15 0.94
1時 0.00 0.00 3.09 0.99 0.79
2時 0.00 0.00 3.11 1.07 0.79
3時 0.00 0.00 3.13 1.00 0.75
4時 0.00 0.00 3.26 1.07 0.80
5時 0.00 0.00 4.54 1.79 1.16
6時 0.00 0.00 4.02 2.84 2.40
7時 0.00 0.30 3.32 6.99 6.42
8時 14.76 16.99 3.73 8.82 9.01
9時 13.65 12.29 4.56 8.62 9.02
10時 7.48 8.09 5.77 7.44 7.75
11時 8.39 10.29 4.90 6.72 7.27
12時 12.44 10.49 7.49 6.72 6.90
13時 13.04 10.29 7.83 6.34 6.58
14時 12.84 8.39 4.91 5.63 6.08
15時 12.54 8.19 4.29 5.72 6.03
16時 3.44 9.09 4.04 5.52 5.98
17時 1.42 5.59 4.09 5.34 5.59
18時 0.00 0.00 3.58 4.52 4.65
19時 0.00 0.00 3.50 3.38 3.27
20時 0.00 0.00 3.62 2.87 2.69
21時 0.00 0.00 3.62 2.07 2.06
22時 0.00 0.00 3.31 1.82 1.66
23時 0.00 0.00 3.17 1.57 1.41
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夏期 中間期 冬期 夏期 中間期 冬期
0時 0.82 0.85 0.84 2.07 2.05 2.05
1時 0.73 0.78 0.76 1.91 1.92 2.00
2時 0.69 0.71 0.69 1.84 1.87 1.95
3時 0.69 0.76 0.69 1.82 1.82 1.90
4時 0.69 0.71 0.67 1.79 1.81 1.86
5時 0.69 0.73 0.69 1.89 1.85 1.90
6時 0.88 0.95 0.94 2.45 2.35 2.41
7時 1.86 1.78 1.70 3.33 3.30 3.24
8時 5.61 5.48 5.67 4.86 4.76 4.69
9時 7.32 7.31 7.40 5.77 5.80 5.73
10時 7.64 7.62 7.57 6.06 6.11 6.08
11時 7.66 7.72 7.64 6.13 6.22 6.19
12時 7.71 7.70 7.57 6.05 6.14 6.12
13時 7.78 7.80 7.65 6.17 6.25 6.23
14時 7.82 7.89 7.65 6.11 6.19 6.19
15時 7.75 7.84 7.62 6.06 6.14 6.13
16時 7.68 7.80 7.62 6.05 6.12 6.12
17時 6.63 6.60 6.61 5.98 6.03 6.03
18時 5.50 5.21 5.43 5.63 5.26 5.22
19時 4.81 4.58 4.71 4.64 4.50 4.49
20時 3.52 3.56 3.82 4.15 4.16 4.14
21時 2.65 2.68 2.98 3.58 3.64 3.62
22時 1.88 1.92 2.07 3.09 3.12 3.12
23時 0.99 1.02 1.01 2.56 2.58 2.58

































































































































































夏期 中間期 冬期 夏期 中間期 冬期
0時 0.00 0.00 0.84 1.47 3.50
1時 0.00 0.00 0.81 1.47 3.54
2時 0.00 0.00 0.81 1.50 3.57
3時 0.00 0.00 0.80 1.48 3.57
4時 0.00 0.00 0.80 1.49 3.62
5時 0.00 0.00 0.79 1.48 3.60
6時 0.00 0.00 0.92 1.46 3.60
7時 1.79 0.40 2.49 2.16 3.67
8時 9.57 11.78 6.05 4.01 3.71
9時 9.17 13.37 7.75 5.91 4.07
10時 8.97 11.19 7.71 6.80 4.15
11時 9.27 11.88 7.81 7.31 4.52
12時 9.37 10.40 7.31 7.14 4.74
13時 9.27 11.68 7.35 7.33 4.95
14時 8.97 11.78 8.31 8.31 5.26
15時 10.69 11.19 8.20 8.43 5.24
16時 8.97 3.86 8.04 7.95 5.14
17時 9.27 1.68 7.17 6.98 4.94
18時 3.89 0.50 4.00 4.47 4.39
19時 0.40 0.00 3.43 3.42 4.40
20時 0.40 0.30 3.18 2.93 4.19
21時 0.00 0.00 2.48 2.38 3.39
22時 0.00 0.00 1.78 2.41 4.96
23時 0.00 0.00 1.17 1.69 3.30































































































































































夏期 中間期 冬期 夏期 中間期 冬期
0時 0.00 0.00 2.64 1.44 0.62
1時 0.00 0.00 2.63 1.40 0.59
2時 0.00 0.00 2.74 1.50 0.62
3時 0.00 0.00 2.60 1.35 0.57
4時 0.00 0.00 2.60 1.37 0.58
5時 0.00 0.00 2.75 1.49 0.68
6時 0.00 0.00 2.74 1.89 1.57
7時 0.00 0.30 4.87 4.68 4.10
8時 14.76 16.99 3.96 6.13 7.98
9時 13.65 12.29 5.01 7.59 9.34
10時 7.48 8.09 6.18 7.90 9.07
11時 8.39 10.29 6.34 8.10 8.61
12時 12.44 10.49 6.87 8.00 8.41
13時 13.04 10.29 7.09 7.78 8.00
14時 12.84 8.39 4.66 6.87 7.50
15時 12.54 8.19 5.21 6.85 7.55
16時 3.44 9.09 4.20 6.17 7.25
17時 1.42 5.59 4.78 5.08 5.97
18時 0.00 0.00 4.72 3.52 3.25
19時 0.00 0.00 4.22 2.85 2.43
20時 0.00 0.00 4.17 2.71 2.04
21時 0.00 0.00 3.61 2.16 1.33
22時 0.00 0.00 2.70 1.66 1.08
23時 0.00 0.00 2.70 1.49 0.85
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夏期 中間期 冬期 夏期 中間期 冬期
0時 0.82 0.85 0.84 2.52 2.44 2.47
1時 0.73 0.78 0.76 2.25 2.14 2.17
2時 0.69 0.71 0.69 2.15 2.05 2.07
3時 0.69 0.76 0.69 2.07 1.97 1.98
4時 0.69 0.71 0.67 2.03 1.93 1.93
5時 0.69 0.73 0.69 1.99 1.90 1.93
6時 0.88 0.95 0.94 2.02 1.90 1.96
7時 1.86 1.78 1.70 2.23 2.14 2.35
8時 5.61 5.48 5.67 3.26 3.07 3.37
9時 7.32 7.31 7.40 5.51 5.44 5.61
10時 7.64 7.62 7.57 6.04 6.14 6.07
11時 7.66 7.72 7.64 6.00 6.20 6.13
12時 7.71 7.70 7.57 6.10 6.26 6.19
13時 7.78 7.80 7.65 5.58 5.73 5.69
14時 7.82 7.89 7.65 6.01 6.18 6.12
15時 7.75 7.84 7.62 6.02 6.14 6.08
16時 7.68 7.80 7.62 5.97 6.15 6.04
17時 6.63 6.60 6.61 5.96 6.14 6.03
18時 5.50 5.21 5.43 5.72 5.79 5.79
19時 4.81 4.58 4.71 5.17 5.28 5.12
20時 3.52 3.56 3.82 4.39 4.30 4.26
21時 2.65 2.68 2.98 4.11 4.00 4.00
22時 1.88 1.92 2.07 3.73 3.73 3.56
23時 0.99 1.02 1.01 3.18 2.98 3.07












 実績データⅠでは既存と比較し夏期・冬期の 12 時台～16 時台に発生した負荷が平準化される推
移となった。 
  

















































































































































夏期 中間期 冬期 夏期 中間期 冬期
0時 0.00 0.00 0.35 0.36 0.52
1時 0.00 0.00 0.27 0.36 0.52
2時 0.00 0.00 0.26 0.24 0.40
3時 0.00 0.00 0.24 0.29 0.54
4時 0.00 0.00 0.24 0.27 0.42
5時 0.00 0.00 0.29 0.23 0.50
6時 0.00 0.00 0.41 0.31 0.30
7時 0.00 0.00 1.00 0.49 0.50
8時 7.90 7.90 4.88 3.02 0.95
9時 7.30 7.30 9.03 8.79 4.30
10時 8.30 8.30 8.20 7.97 5.85
11時 8.70 8.70 8.27 8.38 7.23
12時 10.00 10.00 8.43 8.74 8.60
13時 10.20 10.20 8.63 9.26 9.83
14時 11.20 11.20 8.70 9.57 10.39
15時 11.20 11.20 8.61 9.42 10.98
16時 9.60 9.60 8.46 9.21 10.44
17時 8.00 8.00 8.39 8.93 10.02
18時 7.60 7.60 8.01 8.34 9.17
19時 0.00 0.00 4.31 3.21 5.06
20時 0.00 0.00 1.31 1.19 1.50
21時 0.00 0.00 0.77 0.62 0.84
22時 0.00 0.00 0.51 0.44 0.62
23時 0.00 0.00 0.45 0.38 0.53









ピーク負荷比率が既存より約 10 ポイント程度低下している。 
 
  

















































































































































夏期 中間期 冬期 夏期 中間期 冬期
0時 0.00 2.65 1.24
1時 0.00 1.94 1.15
2時 0.00 2.01 1.11
3時 0.00 2.12 1.13
4時 0.00 1.93 1.15
5時 0.00 2.43 1.15
6時 0.00 3.00 2.41
7時 0.00 3.42 6.01
8時 16.90 8.64 7.77
9時 12.80 7.73 8.09
10時 10.30 6.62 7.53
11時 9.40 5.55 6.79
12時 7.50 4.87 6.12
13時 6.90 4.80 5.78
14時 5.60 5.03 5.78
15時 5.40 4.53 5.87
16時 7.30 5.38 5.83
17時 8.80 5.27 6.14
18時 9.10 5.42 6.68
19時 0.00 5.70 4.77
20時 0.00 3.24 2.55
21時 0.00 3.14 2.07
22時 0.00 2.27 1.59
23時 0.00 2.32 1.31








図 3.4.37~図 3.4.39 に、宿泊施設における既存と実績データⅠの時刻別負荷を示す。図 3.4.37 よ
り、既存原単位の冷熱負荷は 11~20 時にかけて負荷比率が高くなる推移に対し、実績データⅠでは

























































































































































夏期 中間期 冬期 夏期 中間期 冬期
0時 2.34 0.29 0.00 2.17 2.34 2.69
1時 1.80 0.29 0.00 2.00 2.17 2.65
2時 1.71 0.29 0.00 1.80 2.03 2.45
3時 1.53 0.29 0.00 1.78 2.03 2.44
4時 1.44 0.29 0.00 1.79 1.97 2.28
5時 1.35 0.29 0.00 2.02 2.06 2.48
6時 1.80 0.29 0.00 3.08 2.56 2.56
7時 1.98 0.34 0.00 3.69 2.99 2.62
8時 2.71 0.86 0.00 4.33 3.73 3.30
9時 3.52 4.87 4.95 4.87 4.47 4.12
10時 3.61 4.58 4.95 5.39 5.20 4.53
11時 3.61 8.59 7.43 5.70 5.79 5.19
12時 7.13 8.59 9.89 5.89 6.26 5.99
13時 7.22 9.43 8.90 5.99 6.56 6.50
14時 8.68 6.87 8.42 6.06 6.65 6.59
15時 6.49 5.73 5.94 5.97 6.44 6.34
16時 6.58 6.01 6.44 5.93 6.11 5.96
17時 6.67 6.01 5.94 5.75 5.76 5.53
18時 6.94 5.73 5.94 5.44 5.38 5.50
19時 7.03 6.59 6.44 5.10 4.99 5.16
20時 6.85 6.59 7.43 4.82 4.57 4.80
21時 4.51 8.59 8.42 4.28 3.93 3.76
22時 2.34 8.59 8.91 3.48 3.29 3.51
23時 2.16 0.00 0.00 2.68 2.72 3.06








発生時刻は既存原単位が 19 時であるのに対して、実績データⅠは 21 時であった。 
また、実績データⅠの夏期の負荷比率は給湯負荷によるものと考えられるが、既存原単位と実績
データⅠの推移は異なっており、実績データⅠのピーク時の負荷比率は既存より約 3.5 ポイント低























































































































































夏期 中間期 冬期 夏期 中間期 冬期
0時 2.37 4.13 2.82 4.00 3.61 3.15
1時 1.43 2.48 2.77 3.16 3.01 2.66
2時 0.64 1.84 2.76 2.71 2.56 2.31
3時 0.38 1.58 2.42 2.57 2.37 2.27
4時 0.73 1.72 2.28 2.47 2.40 2.27
5時 2.35 2.54 2.82 2.63 2.58 2.50
6時 4.64 3.80 3.70 3.61 3.87 3.85
7時 4.53 4.38 4.30 4.35 4.66 4.70
8時 3.97 4.15 5.13 4.66 5.00 5.12
9時 3.80 3.61 4.57 4.64 4.78 5.28
10時 4.51 4.53 4.93 4.68 4.72 5.15
11時 3.25 4.02 4.39 4.40 4.45 4.90
12時 3.59 4.63 4.50 4.37 4.49 4.72
13時 4.08 5.14 4.79 4.80 4.80 4.73
14時 3.80 5.35 4.57 4.88 4.82 4.71
15時 3.95 5.09 5.39 4.52 4.52 4.45
16時 4.23 5.52 6.24 4.12 4.25 4.39
17時 4.68 6.00 6.14 4.14 4.25 4.55
18時 5.36 5.99 5.86 4.04 4.33 4.63
19時 7.48 6.22 6.04 4.22 4.35 4.75
20時 8.57 3.67 3.85 4.96 5.05 5.12
21時 8.96 3.67 3.73 5.58 5.48 5.20
22時 7.74 4.75 2.56 5.46 5.13 4.64
23時 4.96 5.19 3.43 5.03 4.52 3.92




























































































































































夏期 中間期 冬期 夏期 中間期 冬期
0時 2.81 2.67 2.68 3.21 3.16 3.08
1時 2.55 2.45 2.74 2.91 2.84 2.78
2時 2.41 2.32 2.31 2.76 2.66 2.62
3時 2.41 2.27 2.36 2.67 2.57 2.51
4時 2.38 2.40 2.19 2.78 2.73 2.70
5時 2.53 2.51 2.29 3.08 3.06 3.03
6時 3.14 3.15 3.07 3.71 3.73 3.69
7時 3.58 3.77 3.56 4.19 4.22 4.16
8時 4.00 4.12 3.79 4.58 4.60 4.53
9時 4.79 4.67 4.31 4.87 4.89 4.93
10時 5.17 4.98 4.84 5.01 4.98 5.04
11時 5.31 5.20 5.38 5.02 5.00 5.02
12時 5.55 5.23 5.34 4.92 4.93 4.96
13時 5.45 5.27 5.44 4.83 4.91 4.90
14時 5.24 5.27 5.47 4.87 4.95 4.92
15時 5.31 5.36 5.46 4.81 4.88 4.83
16時 5.24 5.32 5.89 4.86 4.91 4.96
17時 5.31 5.50 6.04 4.95 5.03 5.09
18時 5.28 5.46 5.64 4.96 5.03 5.10
19時 5.07 5.32 5.36 4.72 4.76 4.84
20時 4.63 4.94 4.87 4.48 4.50 4.59
21時 4.33 4.39 4.22 4.18 4.16 4.24
22時 4.37 4.41 3.90 3.93 3.87 3.89
23時 3.14 3.02 2.85 3.68 3.63 3.60
































































































































































夏期 中間期 冬期 夏期 中間期 冬期
0時 1.60 2.70 2.12 2.05 1.78
1時 1.60 2.60 2.05 1.92 1.62
2時 1.50 2.50 2.00 1.86 1.47
3時 1.50 2.50 1.94 1.76 1.40
4時 1.50 2.40 1.85 1.80 1.39
5時 3.40 3.40 2.33 1.69 1.35
6時 2.60 2.50 2.88 2.11 1.37
7時 2.80 2.60 4.44 3.87 2.57
8時 6.40 4.30 6.11 5.80 5.58
9時 6.30 5.00 6.48 6.05 5.50
10時 6.60 5.30 6.46 6.42 6.22
11時 6.80 5.80 6.41 6.44 6.33
12時 6.90 6.30 6.28 6.40 6.59
13時 6.10 6.10 6.33 6.52 6.61
14時 6.10 6.20 6.49 6.75 6.78
15時 6.30 6.40 6.46 6.78 7.03
16時 6.30 6.10 6.23 6.51 6.68
17時 6.20 6.10 5.06 5.35 6.07
18時 5.80 5.40 4.25 4.62 5.29
19時 3.20 3.40 3.69 4.01 5.00
20時 3.10 3.30 2.98 3.48 4.57
21時 3.00 3.20 2.63 3.02 4.11
22時 2.80 3.10 2.34 2.51 2.59
23時 1.60 2.80 2.22 2.28 2.10




第 3 章 既存地域熱供給システム需要家の熱負荷・電力負荷の調査分析 
 
61 




























































































































































夏期 中間期 冬期 夏期 中間期 冬期
0時 0.00 0.20 5.60 2.90 2.45
1時 0.00 0.30 5.90 2.92 2.47
2時 0.00 0.30 4.57 2.90 2.44
3時 0.00 0.30 4.58 2.89 2.51
4時 0.00 0.30 4.77 2.95 2.53
5時 7.20 5.10 4.87 3.68 3.08
6時 8.10 4.70 4.09 4.10 3.47
7時 7.30 4.70 2.69 5.13 5.09
8時 10.50 10.30 3.08 7.22 7.23
9時 7.20 8.30 3.21 6.32 6.96
10時 6.80 7.50 2.76 5.78 6.39
11時 6.00 6.90 3.24 5.03 6.02
12時 5.30 6.40 3.23 4.62 5.80
13時 5.10 5.20 3.08 4.41 5.54
14時 4.80 5.00 3.43 4.70 5.48
15時 4.30 4.80 4.38 4.58 5.39
16時 4.00 4.90 4.23 5.31 5.32
17時 3.90 5.00 3.62 4.18 4.37
18時 3.60 5.00 4.06 3.80 3.63
19時 3.30 3.50 3.79 3.69 3.30
20時 3.60 3.50 4.00 3.38 2.85
21時 3.70 3.60 4.08 3.42 2.75
22時 5.30 4.00 5.85 3.13 2.52
23時 0.00 0.20 6.89 2.93 2.42




























































































































































夏期 中間期 冬期 夏期 中間期 冬期
0時 2.19 2.04 2.04 2.59 2.54 2.63
1時 2.09 1.98 1.97 2.52 2.46 2.57
2時 2.04 1.89 1.91 2.49 2.43 2.52
3時 2.00 1.89 1.91 2.46 2.39 2.45
4時 2.06 1.85 1.86 2.52 2.46 2.55
5時 2.15 2.02 2.06 2.77 2.66 2.78
6時 3.02 2.92 3.17 3.01 2.90 3.09
7時 4.32 4.31 4.31 4.22 4.24 4.41
8時 5.43 5.56 5.44 5.41 5.41 5.49
9時 5.94 6.18 6.07 5.85 5.95 5.92
10時 6.07 6.28 6.20 5.88 5.99 5.97
11時 6.05 6.27 6.18 5.98 6.10 5.98
12時 5.90 6.09 5.96 5.74 5.77 5.67
13時 5.94 6.09 6.01 5.78 5.72 5.64
14時 6.06 6.18 6.09 5.84 5.84 5.69
15時 5.92 6.07 6.05 5.76 5.82 5.66
16時 5.70 5.83 5.88 5.47 5.56 5.50
17時 5.23 5.30 5.38 4.89 4.98 4.86
18時 4.94 4.97 5.03 4.34 4.39 4.31
19時 4.70 4.66 4.75 3.89 3.87 3.83
20時 4.15 4.11 4.01 3.59 3.59 3.55
21時 3.08 2.92 3.08 3.25 3.22 3.25
22時 2.60 2.44 2.47 2.94 2.92 2.91
23時 2.42 2.15 2.17 2.83 2.80 2.79






































































































































































































































































































































































































































































































































































































3.4.45 に示す。算出には、事務所施設と同様に 2008 年度（365 日）の日数を用いた。また、商業施
設の既存原単位は中間期の時刻別負荷比率が無いため 4～5 月・10～11 月の時刻別負荷比率は夏期
の値を用いる。実績データⅠのデータ件数は 1 件のみであるため参考までに記載する。 
実績データⅠの年間冷熱負荷は、既存原単位より 10％大きい値であったのに対し、平日ピーク熱
負荷は既存の 70%程度であった。6～8 月にかけて業務時間帯の負荷は増加しているが夜間時間帯の





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































病院施設では冷房用熱負荷において、8 月の負荷比率が 18 ポイントと大幅に低下した。 
３) 本調査による時刻別負荷比率は、既存負荷原単位と比較し、事務所施設、官公庁施設、商業施
設は冬期の暖房用熱負荷において、ピーク時の負荷比率が低下し、夜間の負荷比率が上昇して
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供給システムの需要家建物の内、気温推移の差異が小さな 2009 年度と 2015 年度の時刻別負荷デー
タが比較的揃っており、かつデータに異常があるものを除いた事務所建物 8 棟とした。 
表 4.2.1 分析建物概要 
 竣工年 延床面積 建物規模 建物施設 所有形態 
A ビル 2009 年 約 205,000 ㎡ 
地上 34 階、
地下 4 階 
事務所・店舗 テナントビル 
B ビル 2004 年 約 66,000 ㎡ 
地上 29 階、
地下 4 階 
事務所 テナントビル 
C ビル 2003 年 約 110,000 ㎡ 
地上 30 階、
地下 4 階 
事務所・店舗 自社ビル 
D ビル 2007 年 約 200,000 ㎡ 
地上 34 階、





約 90,000 ㎡ 
地上 10 階、
地下 3 階 
事務所・店舗 テナントビル 
F ビル 1958 年 約 110,000 ㎡ 
地上 9 階、
地下 3 階 
事務所・店舗 テナントビル 
G ビル 2005 年 約 150,000 ㎡ 
地上 33 階、
地下 4 階 
事務所・店舗 テナントビル 
H ビル 1981 年 約 130,000 ㎡ 
地上 31 階、
地下 5 階 
事務所・店舗 テナントビル 











冷熱負荷原単位は 2010 年度が 320[MJ/㎡年]であったのに対し 2015 年度が 288[MJ/㎡年]と 10%減少
していた。月別冷熱負荷では主に 6 月～9 月で減少しており、ピーク月（8 月）では 2010 年度が
74[MJ/㎡月]であったのに対し 2015 年度が 58[MJ/㎡月]と約 22%減少していた。年間温熱負荷は 2010
年度が 139[MJ/㎡年]であったのに対し 2015 年度が 104[MJ/㎡年]と 25%減少していた。月別温熱負
荷では主に 11 月～3 月で減少しており、ピーク月（1 月）では 2010 年度が 35[MJ/㎡月]であったの
に対し 2015 年度が 29[MJ/㎡月]と 16%減少していた。 
B ビルでは、震災前の電力負荷データが欠如しているため電力負荷の比較は行わなかった。年間
冷熱負荷は 2009 年度が 297[MJ/㎡年]であったのに対し 2015 年度が 197[MJ/㎡年]と 34%減少してい
た。月別冷熱負荷では年間を通して減少しており、ピーク月（7 月）では 2009 年度が 48[MJ/㎡月]
であったのに対し 2015 年度が 35[MJ/㎡月]と 28%減少していた。年間温熱負荷は 2009 年度が 32[MJ/
㎡年]であったのに対し 2015 年度が 58[MJ/㎡年]と 81%増加していた。月別温熱負荷では主に 11 月
～3 月で増加しておりピーク月（1 月）では 2009 年度が 8 [MJ/㎡月]であったのに対し 2015 年度が
16 [MJ/㎡月]と 100%増加していた。 
C ビルでは、年間電力負荷は 2009 年度が 160 [kWh/㎡年]であったのに対し 2015 年度が 133 [kWh/
㎡年]と 34%減少していた。月別電力負荷は年間を通して減少しており、ピーク月(7 月)では 2009 年
度が 15 [kWh /㎡月]であったのに対し 2015 年度が 12 [kWh /㎡月]と 17%減少していた。年間冷熱負
荷は 2009 年度が 212 [MJ/㎡年]であったのに対し 2015 年度が 197 [MJ/㎡年]と 7%減少していた。月
別冷熱負荷は主に 4 月、5 月、6 月、10 月で減少しており、ピーク月(8 月)では 2009 年度が 42 [MJ/
㎡月]であったのに対し 2015 年度が 45 [MJ/㎡月]と 4%増加していた。年間温熱負荷は 2009 年度が
101 [MJ/㎡年]であったのに対し 2015 年度が 114 [MJ/㎡年]と 13%増加していた。月別温熱負荷は主
に 1 月～3 月で増加しておりピーク月(1 月)では 2009 年度が 23 [MJ/㎡月]であったのに対し 2015 年
度が 29 [MJ/㎡月]と 24%増加していた。 
D ビルでは、年間電力負荷は 2009 年度が 244 [kWh/㎡年]であったのに対し 2015 年度が 215 [kWh/
㎡年]と 12%減少していた。月別電力負荷は年間を通して減少しており、ピーク月では(7 月)では 2009
年度が 22 [kWh /㎡月]であったのに対し 2015 年度が 19 [kWh /㎡月]と 13%減少していた。年間冷熱
負荷は 2009 年度が 453 [MJ/㎡年]であったのに対し 2015 年度が 425 [MJ/㎡年]と 6%減少していた。
月別冷熱負荷は主に 6 月、7 月で減少しており、ピーク月（7 月）では 2009 年度が 85[MJ/㎡月]であ
ったのに対し 2015 年度が 81 [MJ/㎡月]と 5%減少していた。年間温熱負荷は 2009 年度が 146[MJ/㎡
年]であったのに対し 2015 年度が 123 [MJ/㎡年]と 16%減少していた。また、月別温熱負荷は主に 11
月、12 月、3 月で増加しており、ピーク月（1 月）では 2009 年度・2015 年度が 36 [MJ/㎡月]と同意




E ビルでは、年間電力負荷は 2009 年度が 166 [kWh/㎡年]であったのに対し 2015 年度が 146 [kWh/
㎡年]と 12%減少していた。月別電力負荷は年間を通して減少しておりピーク月(7 月)では 2009 年度
が 18 [kWh /㎡月]であったのに対し 2015 年度が 16 [kWh /㎡月]と 9%減少していた。年間冷熱負荷
は 2009 年度が 234 [MJ/㎡年]であったのに対し 2015 年度が 213 [MJ/㎡年]と 9%減少していた。別冷
熱負荷は主に 4 月と 7 月で減少しておりピーク月（7 月）では 2009 年度が 45 [MJ/㎡月]であったの
に対し 2015 年度が 41 [MJ/㎡月]と 5%減少していた。年間温熱負荷は 2009 年度が 69 [MJ/㎡年]であ
ったのに対し 2015 年度が 63 [MJ/㎡年]と 9%減少していた。また、月別温熱負荷は主に 12 月と 3 月
で減少しておりピーク月（1 月）では 2009 年度・2015 年度が 18 [MJ/㎡月]と同意程度の値であった。 
F ビルでは、温熱負荷データが欠如しているため温熱負荷の比較は行わなかった。年間電力負荷
は 2009 年度が 154 [kWh/㎡年]であったのに対し 2015 年度が 129 [kWh/㎡年]と 16%減少していた。
月別電力負荷は年間を通して減少しておりピーク月(7 月)では 2009 年度が 50 [kWh /㎡月]であった
のに対し 2015 年度が 53 [kWh /㎡月]と 16%減少していた。年間冷熱負荷は 2009 年度が 280 [MJ/㎡
年]であったのに対し 2015 年度が 261 [MJ/㎡年]と 7%減少していた。月別冷熱負荷は主に 4 月、7
月、8 月、1 月、2 月、3 月で減少しておりピーク月（8 月）では 2009 年度が 49 [MJ/㎡月]であった
のに対し 2015 年度が 55[MJ/㎡月]と 10%増加していた。 
G ビルでは 2009 年度の 4 月の熱負荷のデータが欠如していると考えられるため、5 月～3 月で比
較した。年間電力負荷は 2009 年度が 261[kWh/㎡年]であったのに対し 2015 年度が 198 [kWh/㎡年]
と 24%減少していた。月別電力負荷は年間を通して減少しておりピーク月(7 月)では 2009 年度が 23 
[kWh /㎡月]であったのに対し 2015 年度が 18[kWh/㎡月]と 22%減少していた。年間冷熱負荷は 2009
年度が 334 [MJ/㎡年]であったのに対し 2015 年度が 318 [MJ/㎡年]と 5%減少していた。月別冷熱負
荷は主に 6 月、7 月、9 月、10 月で減少しておりピーク月（7 月）では 2009 年度が 68 [MJ/㎡月]で
あったのに対し 2015 年度が 65 [MJ/㎡月]と 5%減少していた。年間温熱負荷は 2009 年度が 99 [MJ/
㎡年]であったのに対し 2015 年度が 108 [MJ/㎡年]と 9%増加していた。月別温熱負荷は主に 1 月に
増加しておりピーク月（1 月）では 2009 年度が 25 [MJ/㎡月]であったのに対し 2015 年度が 29 [MJ/
㎡月]と 15%増加していた。 
H ビルでは年間電力負荷は 2009 年度が 130 [kWh/㎡年]であったのに対し 2015 年度が 98 [kWh/㎡
年]と 25%減少していた。月別電力負荷は年間を通して減少しておりピーク月(7 月)では 2009 年度が
12 [kWh /㎡月]であったのに対し 2015 年度が 9[kWh /㎡月]と 24%減少していた。年間冷熱負荷は
2009 年度が 316 [MJ/㎡年]であったのに対し 2015 年度が 231[MJ/㎡年]と 27%減少していた。月別冷
熱負荷は年間を通して減少しておりピーク月（7 月）では 2009 年度が 56 [MJ/㎡月]であったのに対
し 2015 年度が 44 [MJ/㎡月]と 18%減少していた。年間温熱負荷は 2009 年度が 83[MJ/㎡年]であった
のに対し 2015 年度が 84 [MJ/㎡年]と 1%増加していた。月別温熱負荷は主に 4 月に増加、3 月に減
少しており、ピーク月（1 月）では 2009 年度が 20 [MJ/㎡月]であったのに対し 2015 年度が 21[MJ/
㎡月]と 3%増加していた。  




図 4.3.1 震災前後の年間電力負荷原単位の比較 
 
 
図 4.3.2 震災前後の年間熱負荷原単位の比較 
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4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
2010年度 - - - - - - - - - - - -
2015年度 9.95 9.57 9.75 10.13 9.89 9.36 9.91 9.64 10.14 10.10 9.51 10.37
2009年度 - - - - - - - - - - - -
2015年度 8.42 8.12 8.49 8.86 8.43 7.82 8.35 7.90 8.28 8.26 7.94 8.94
2009年度 13.92 12.95 13.83 14.50 14.07 13.05 13.48 12.53 13.22 12.60 11.93 13.52
2015年度 11.30 10.92 11.43 12.02 11.67 10.86 11.21 10.49 10.99 10.38 9.99 11.36
2009年度 20.53 20.41 20.92 21.81 21.51 20.44 20.74 19.45 20.24 19.13 18.35 20.46
2015年度 17.73 17.76 18.09 18.88 18.62 17.72 18.39 17.51 18.25 17.25 16.45 18.36
2009年度 13.35 12.98 14.99 17.96 17.28 14.58 13.74 11.52 11.49 11.85 12.59 13.27
2015年度 10.79 12.16 14.19 16.39 16.31 12.80 12.84 10.78 10.27 9.73 9.18 10.67
2009年度 13.05 12.15 13.45 14.20 13.71 12.81 13.22 11.92 12.53 12.14 11.56 12.95
2015年度 10.54 10.43 11.32 11.97 11.56 10.65 10.99 9.92 10.46 10.31 9.84 11.02
2009年度 22.18 21.25 21.98 23.01 22.19 21.30 22.27 21.03 21.81 21.12 20.16 22.43
2015年度 16.58 16.30 16.89 17.91 17.50 16.49 16.83 15.91 16.44 16.05 14.93 16.68
2009年度 11.39 11.09 11.28 11.56 11.36 10.58 11.00 10.00 10.56 10.27 9.97 11.19
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表 4.3.2 震災前後の月別熱負荷原単位の比較 
 
  
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
20010年度 10.73 22.44 41.39 65.20 73.82 49.20 23.62 10.08 7.82 5.19 5.44 5.33
2015年度 13.39 26.25 34.43 55.80 57.73 34.95 21.72 13.45 8.64 6.72 6.38 8.53
2010年度 14.58 1.58 0.15 0 0 0 1.25 9.09 20.00 34.62 27.66 30.44
2015年度 9.53 0.96 0.61 0.22 0.06 0 0 0 15.32 29.16 27.17 20.87
2009年度 25.86 27.43 35.21 47.95 46.20 32.55 25.48 15.48 10.60 8.55 9.07 12.24
2015年度 12.11 19.30 23.34 34.58 34.32 21.67 15.86 10.03 6.94 5.49 5.37 8.10
2009年度 1.00 0 0 0.03 0 0.01 0.02 1.34 6.56 8.07 8.35 7.11
2015年度 3.58 0 0.01 0 0 0 0.04 2.81 10.93 15.59 14.54 10.19
2009年度 11.22 20.29 30.42 42.95 42.45 26.03 18.85 6.85 4.07 2.56 2.56 3.93
2015年度 7.31 17.45 25.60 42.77 44.71 25.82 14.42 6.68 3.89 2.22 2.24 3.81
2009年度 5.53 0.19 0.01 0.01 0.01 0.02 0.29 7.91 19.59 23.49 23.46 20.01
2015年度 7.57 0.20 0.23 0.23 0.06 0.03 0.14 6.47 19.26 29.22 28.95 21.67
2009年度 25.94 38.90 55.56 85.37 84.41 52.95 37.61 20.84 13.93 11.73 11.09 14.79
2015年度 22.09 41.70 48.43 81.21 84.01 51.20 34.48 20.04 12.53 9.04 8.14 12.26
2009年度 5.00 0.09 0 0 0 0.01 0.23 9.97 29.21 36.13 35.19 29.70
2015年度 6.93 0.04 0.01 0 0 0 0.17 4.17 20.80 35.59 33.18 21.83
2009年度 14.04 20.72 28.33 44.89 43.35 27.54 19.20 9.45 6.93 5.45 6.18 8.05
2015年度 9.25 19.23 26.72 40.72 42.47 26.57 17.29 8.27 6.02 4.57 4.77 6.72
2009年度 1.22 0.01 0 0 0 0 0.03 2.26 14.83 18.03 17.77 14.53
2015年度 2.52 0.03 0 0 0 0 0.08 1.97 11.79 18.06 17.16 11.12
2009年度 18.77 24.89 36.81 50.44 48.84 30.57 23.79 13.26 9.46 6.31 7.13 10.16
2015年度 14.91 24.98 36.07 52.92 55.34 30.92 22.13 12.73 9.38 1.86 0 0
2009年度 - - - - - - - - - - - -
2015年度 - - - - - - - - - - - -
2009年度 0.33 32.50 45.87 68.31 64.87 44.60 30.17 14.77 9.26 7.88 7.18 8.74
2015年度 13.97 31.61 40.25 64.78 65.03 40.77 25.00 12.74 6.19 4.91 4.97 7.42
2009年度 0.01 0.24 0 0 0 0.01 0.03 7.22 20.86 25.49 24.60 20.09
2015年度 7.79 0 0 0.01 0 0.00 0.01 5.44 19.45 29.20 26.04 19.82
2009年度 21.62 31.22 39.84 56.20 55.12 36.92 26.53 12.74 9.19 8.30 8.01 10.36
2015年度 11.77 22.66 28.75 44.48 46.00 27.55 18.18 9.42 6.29 4.47 4.21 6.93
2009年度 3.17 0.49 0.25 0.24 0.23 0.25 0.35 4.13 15.78 20.35 20.32 17.27

































く特異であると考え、B ビルを除外した。また、温熱負荷データが欠如している F ビルも除外した。 
図 4.4.1 から、年間熱負荷において、冷熱負荷が減少し温熱負荷が増加する熱負荷変化を示して



































図 4.4.1 震災前後の年間熱負荷原単位の変化率 




図 4.4.2 に対 2009 年度比率の震災前後の月別電力負荷原単位の変化率の推移、図 4.4.3 に対 2009
年度比率の震災前後の月別熱負荷原単位の変化率の推移を示す。 
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図 4.5.1 ピーク日選定方法のイメージ 
  




図 4.5.2 に震災前後のピーク熱負荷原単位、図 4.5.3 に震災前後のピーク電力負荷原単位、図 
4.5.4 に震災前後の日別熱負荷原単位、図 4.5.5 に震災前後の日別電力負荷原単位を示す。 
A ビルの夏期ピーク日は、震災前は 2010 年 9 月 6 日(月)、震災後は 2015 年 8 月 3 日(月)であ






B ビルの夏期ピーク日は、震災前は 2009 年 7 月 30 日(木)、震災後は 2015 年 8 月 4 日(火)であ






C ビルの夏期ピーク日は、震災前は 2009 年 7 月 29 日(水)、震災後は 2015 年 8 月 6 日(木)であ






D ビルの夏期ピーク日は、震災前は 2009 年 8 月 7 日(金)、震災後は 2015 年 8 月 6 日(木)であ






E ビルの夏期ピーク日は、震災前は 2009 年 7 月 29 日(水)、震災後は 2015 年 8 月 6 日(木)であ
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G ビルの夏期ピーク日は、震災前は 2009 年 7 月 16 日(木)、震災後は 2015 年 8 月 6 日(木)であ






H ビルの夏期ピーク日は、震災前は 2009 年 7 月 13 日(月)、震災後は 2015 年 8 月 10 日(月)であ












図 4.5.2 震災前後のピーク熱負荷原単位の比較 
 
 
図 4.5.3 震災前後のピーク電力負荷原単位の比較 
 
 
図 4.5.4 震災前後の日別熱負荷原単位の比較 
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で、4.4.1 項に記したように変化率が特異であると考えられる B ビルと温熱負荷データが欠如して













































図 4.5.6 震災前後のピーク熱負荷原単位の変化率 




図 4.5.7 に X 軸を年間冷熱（温熱）負荷の変化率、Y 軸にピーク冷熱（温熱）負荷をとった震災
前後の年間熱負荷とピーク熱負荷原単位の変化率の分布を示す。ここで、変化率が特異であると考
えられる B ビルと温熱負荷データが欠如している F ビルを一部除いている。 
図 4.5.7 から震災前後で年間熱負荷とピーク熱負荷が共に減少している建物は、冷熱負荷は 8 件
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 図 4.6.1 に、気象庁が公開している東京都大手町地点の 2009 年度と 2015 年度の時刻別気温デー
タを降順に並べたものを示す。グラフより、震災前後で概ね気温推移は同様であるが、30℃以上の
時間数が 2015 年度のほうが時間数でみると多く存在していることが分かる。 
 図 4.6.2 に、東京都大手町地点における 2009 年度と 2015 年度の 30℃以上、35℃以上、0℃未満
の時間数を示す。この気温は真夏日（日最高気温が 30℃以上の日）、猛暑日（日最高気温が 35℃以
上の日）、真冬日（日最高気温が 0℃未満の日）として定義されている気温を参考にした。2009 年度
は 30℃以上の時間が 173 時間であるのに対し、2015 年度は 30℃以上の時間が 309 時間に増加して





図 4.6.1 東京の 2009 年度と 2015 年度の時刻別気温の比較（デュレーションカーブ） 
 
図 4.6.2 東京の 2009 年度と 2015 年度の時刻別気温の比較（頻度積算） 
 
  







 図 4.6.3 に、分析方法のイメージを示す。この分析方法は、X 軸に比較年度の同月同週同曜日の
日平均気温の気温差、Y 軸に比較年度の同月同週同曜日の時刻別ピーク負荷の変化率をとった散布
図を作成する。その散布図の一次回帰曲線の Y 切片（日平均気温差 0℃）が気温影響を無くした場
合の正味の増減率となるものである。例えば、図 4.6.3 の例では、Y 切片が-0.0862 であるので、-
8.62%となる。 
本研究の気温影響を無くした場合のピーク冷熱負荷の分析は、X 軸を 2009 年度と 2015 年度の 7・
8 月平日の同月同週同曜日の日平均気温の気温差、Y 軸を 2009 年度と 2015 年度の 7・8 月平日の同
月同週同曜日の時刻別ピーク負荷の変化率をとり、この時の分布から得られる一次回帰曲線の Y 切
片を、気温影響を考慮した場合の正味のピーク冷熱負荷の増減率とした。ピーク温熱負荷の分析は、
両年度の 1・2 月平日のデータを用いて分析する。 
 この平日 2 ヶ月のデータを用いた分析は、冷熱負荷は 7・8 月、温熱負荷は 1・2 月の平日の 2 ヶ
月のデータによる分析が最も決定係数が高くなったため、この方法を採用した。  
   
 















































































































































































 図 4.6.6 に、気温影響を考慮した場合のピーク熱負荷の変化率による分布を示す。気温影響を考




































Aビル Cビル Dビル Eビル Gビル Hビル 平均
図 4.6.6  気温影響を考慮した場合のピーク熱負荷の変化率 





図 4.7.1 に全対象建物の震災前後の冷熱負荷率、図 4.7.2 に全分析建物の震災前後の温熱負荷率
の出現頻度割合を示す。負荷率は 8760 時間の時刻別熱負荷の最大値に対する各時刻別熱負荷の比
率とした。 
A ビルでは、冷熱負荷の負荷率別の出現頻度において、2010 年度、2015 年度共に、負荷率 1～
10%の出現頻度が最も高いことが分かる。また、低負荷率の出現頻度に着目すると、負荷率 1～
10%の出現頻度は 2010 年度の方が高いが、負荷率 11～20%の出現頻度は 2015 年度の方が高くなっ
ていることが分かる。温熱負荷の負荷率別の出現頻度において、2010 年度、2015 年度共に、負荷
率 1～10%の出現頻度が最も高いことが分かる。また、低負荷率の出現頻度に着目すると、負荷率
1～10%の出現頻度は 2015 年度の方が高いが、負荷率 11～20%の出現頻度は 2010 年度の方が高く
なっていることが分かる。このことから、温熱源機器において台数分割により、震災前に比べ震災
後の方が低負荷時間帯に熱源機器効率が向上し省エネルギー効果が大きいと予測される。  
B ビルでは、冷熱負荷の負荷率別の出現頻度において、2009 年度、2015 年度共に、負荷率 1～
10%の出現頻度が最も高いことが分かる。また、低負荷率の出現頻度に着目すると、負荷率 1～
30%の出現頻度は 2009 年度の方が高くなっていることが分かる。温熱負荷の負荷率別の出現頻度
において、2009 年度、2015 年度共に、負荷率 1～10%の出現頻度が最も高いことが分かる。ま
た、低負荷率の出現頻度に着目すると、負荷率 1～10%の出現頻度は 2015 年度の方が高いが、負
荷率 11～20%の出現頻度は 2009 年度の方が高くなっていることが分かる。 
C ビルでは、冷熱負荷の負荷率別の出現頻度において、2009 年度、2015 年度共に、負荷率 1～
10%の出現頻度が最も高いことが分かる。また、低負荷率の出現頻度に着目すると、負荷率 1～





D ビルでは、冷熱負荷の負荷率別の出現頻度において、2009 年度、2015 年度共に、負荷率 1～
10%の出現頻度が最も高いことが分かる。また、低負荷率の出現頻度に着目すると、負荷率 1～
10%の出現頻度は 2015 年度の方が高いが、負荷率 11～20%の出現頻度は 2009 年度の方が高くなっ
ていることが分かる。温熱負荷の負荷率別の出現頻度において、2009 年度、2015 年度共に、負荷
率 1～10%の出現頻度が最も高いことが分かる。また、低負荷率の出現頻度に着目すると、負荷率
1～10%の出現頻度は 2009 年度の方が高いが、負荷率 11～20%の出現頻度は 2015 年度の方が高く
なっていることが分かる。 
E ビルでは、冷熱負荷の負荷率別の出現頻度において、2009 年度、2015 年度共に、負荷率 1～
10%の出現頻度が最も高いことが分かる。また、低負荷率の出現頻度に着目すると、負荷率 1～
10%の出現頻度は 2009 年度と 2015 年度は同程度で、負荷率 11～20%の出現頻度は 2015 年度の方
が高くなっていることが分かる。 
温熱負荷の負荷率別の出現頻度において、2009 年度、2015 年度共に、負荷率 1～10%の出現頻




は 2015 年度の方が高くなっていることが分かる。 




G ビルでは、冷熱負荷の負荷率別の出現頻度において、2009 年度、2015 年度共に、負荷率 1～
10%の出現頻度が最も高いことが分かる。また、低負荷率の出現頻度に着目すると、負荷率 1～
30%の出現頻度は 2015 年度の方が高くなっていることが分かる。温熱負荷の負荷率別の出現頻度
において、2009 年度は負荷率 11～20%の出現頻度が最も高く、2015 年度共は負荷率 1～10%の出
現頻度が最も高いことが分かる。また、低負荷率の出現頻度に着目すると、負荷率 1～10%、21～
30%の出現頻度は 2015 年度の方が高いが、負荷率 11～20%の出現頻度は 2009 年度の方が高くなっ
ていることが分かる。 
H ビルでは、冷熱負荷の負荷率別の出現頻度において、2009 年度、2015 年度共に、負荷率 1～
10%の出現頻度が最も高いことが分かる。また、低負荷率の出現頻度に着目すると、負荷率 1～
20%の出現頻度は 2009 年度方が高くなっていることが分かる。温熱負荷の負荷率別の出現頻度に
おいて、2009 年度、2015 年度共に、負荷率 1～10%の出現頻度が最も高いことが分かる。また、




の出現頻度割合が震災前後で増加している建物は、冷熱負荷は 8 件中 5 件、温熱負荷は 7 件中 6 件
であった。そして、震災前と比べて震災後の負荷は、A ビル、B ビル、C ビル、H ビルでは温熱源
機器、D ビル、F ビルでは冷熱源機器、E ビル、G ビルでは冷熱・温熱源機器の台数分割によっ
て、低負荷率時の熱源機器の高効率化が図られ省エネルギーに寄与すると予想される。  
  









図 4.7.2 全分析建物の震災前後の温熱負荷率の出現頻度割合 
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HR=WB×100/HR .................................................................................................................... (2) 
 HR：熱負荷に対する温熱負荷の比率[%] 










図 4.7.4 に震災前後の電力負荷に対する熱負荷の比率、図 4.7.5 に震災前後の熱負荷に対する温
熱負荷の比率の比較結果を示す。 
A ビルは震災前の電力負荷のデータが欠如し電力負荷に対する熱負荷の比率の算出ができなかっ
た。A ビルでは、熱負荷に対する温熱負荷の比率が 30%から 27%に 3 ポイント減少していた。 
B ビルは震災前の電力負荷のデータが欠如し電力負荷に対する熱負荷の比率の算出ができなかっ
た。B ビルでは、熱負荷に対する温熱負荷の比率が 10%から 23%に 13 ポイント増加していた。 
C ビルでは、電力負荷に対する熱負荷の比率が 54%から 65%に 11 ポイント増加していた。ま
た、熱負荷に対する温熱負荷の比率が 32%から 37%に 5 ポイント増加していた。 
D ビルでは、電力負荷に対する熱負荷の比率が 68%から 71%に 3 ポイント増加していた。ま




ルでは、電力負荷に対する熱負荷の比率が 51%から 56%に 5 ポイント増加していた。 
G ビルは 2009 年度の 4 月の熱負荷のデータが欠如していると考えられるため、5 月～3 月のデー
タで算出した。G ビルでは、電力負荷に対する熱負荷の比率が 50%から 62%に 12 ポイント増加し
ていた。また、熱負荷に対する温熱負荷の比率が 23%から 25%に 2 ポイント増加していた 
H ビルでは、電力負荷に対する熱負荷の比率が 85%から 89%に 4 ポイント増加していた。ま
た、熱負荷に対する温熱負荷の比率が 21%から 27%に 6 ポイント増加していた。 
A ビルと E ビルでは、震災前と比較し震災後の値が減少もしくは同程度の値であったため、震
災後の CGS 導入の有効性は確認できなかった。一方、B ビル・C ビルでは熱負荷に対する温熱負








図 4.7.3 震災前後の電力負荷に対する熱負荷の比率の比較結果 
 
 















































































































































































































第 4 章 既存地域熱供給システム需要家の震災前後の熱負荷・電力負荷の変化の分析 
 
93 
図 4.7.5 に、X 軸に電力負荷に対する熱負荷の比率の変化、Y 軸に熱負荷に対する温熱負荷の比
率の変化をとった変化の分布を示す。今回、A ビルと B ビルは電力負荷の欠如、F ビルは温熱負荷
データが欠如しているため分布からは除いた。 




上が期待できるため、震災後は CGS 導入が有効になると考えられる。 
 
 



























Aビル Cビル Dビル Eビル Gビル Hビル 平均




 本研究では、2009 年度、2015 年度両年度の熱負荷・電力負荷を収集した事務所建物 8 件を対象に
震災前後の負荷の変化や負荷バランスの変化を分析したことで、以下の知見を得た。  
 
1) 年間熱負荷と年間電力負荷の変化の分析より、震災前後で電力負荷は 6 件全て減少し、平均 17%
減少していた。また冷熱負荷は 8 件全て減少し、平均 13%減少していた。温熱負荷は 7 件中 4 件
増加、3 件減少し、平均 6%減少していた。一般的に言われている、冷熱負荷が減少し温熱負荷が
増加していた建物は 6 件中 3 件であった。 
2) 年間ピーク熱負荷の変化の分析より、震災前後で年間熱負荷とピーク熱負荷の増減傾向が一致し







加している建物は、冷熱負荷は 5/8 件、温熱負荷は 6/7 件であり、台数分割や低負荷対応の熱源
機器の設置が有効になると考えられる。 
5) 電力負荷に対する熱負荷の比率は 5 件すべてのビルにおいて増加し、熱負荷に対する温熱負荷の























































転時間割合が増加している建物である H ビルとした。C ビル、G ビルにおいても一般的に言われて
いる負荷変動を示しているが、C ビルは 2015 年度の深夜に負荷率 10%以下の温熱負荷の低負荷運
転時間時間が特異的に増加しており、G ビルは 2009 年度 4 月の熱負荷データが欠損しているため、
候補から除外した。 
  









る。これを、休日でも同様に行い代表日を選定する。例として図 5.2.1 に、2009 年度 7 月の平日の













表 5.2.1 代表日一覧 







図 5.2.1 2009 年度 7 月の平日の日別冷熱負荷 










図 5.2.2 代表日と時刻別最大負荷日の熱負荷の時刻別負荷推移 















 a) システム構成 
 図 5.2.3 に想定した台数分割熱源システム構成を示す。熱源システムは電気式のモデルとし、冷
熱負荷を空冷ヒートポンプとターボ冷凍機で賄い、温熱負荷を空冷ヒートポンプで賄うシステム構
成とする。冷水の往き温度は 7℃、還りの温度は 12℃で温度差 5℃とし、温水の往き温度は 45℃、






時～10 台分割時のシミュレーションモデルを構築する。また、熱源機器の COP や部分負荷特性は
熱源システムの効率に影響を与えるため、各台数分割時の熱源機器の COP と部分負荷特性の設定
は、図 5.2.5 に示す空冷ヒートポンプ、図 5.2.4 に示すターボ冷凍機の値に統一した。これらの機器は、
(株)E.I.エンジニアリングの活用データ集より選定した。空冷ヒートポンプの定格 COP は 3.87(冷水
製造時)と 3.1(温水製造時)であり、ターボ冷凍機は定格 COP 6.18 の機器である。 
また、各台数分割時の熱源機器の補機の設定は、表 5.2.2 に示す値に統一した。各ポンプのポン
プ効率は ENEPRO21 内で構築されている計算機能により求め、制御方式は定流量制御とした。  
表 5.2.3a)に空冷ヒートポンプの各台数分割時の一台当たりの熱源機器容量を示す。2009 年度の
空冷ヒートポンプの合計加熱能力は、温熱の時刻別最大負荷の 1.1 倍である 6,522[kW]とする。また
冷凍能力は、選定した空冷ヒートポンプの加熱能力と冷凍能力の比より 7,998[kW]とする。また、表 
5.2.3b)にターボ冷凍機の各台数分割時の一台当たりの熱源機器容量を示す。2009 年度の冷凍能力は、




図 5.2.3 台数分割熱源システム構成 







表 5.2.2 熱源機器の補機の設定条件 
a)揚程  b)流量 
冷温水一次ポンプ 20[m]  台数 一台当たりの流量 総流量 
冷温水二次ポンプ 21.45[m] 冷水二次ポンプ 3[台] 615[㎥] 1,839[㎥] 
冷却水ポンプ 35[m] 温水二次ポンプ 3[台] 375[㎥] 1,122[㎥] 
 
表 5.2.3 各台数分割時の一台当たりの熱源機器容量 
a) 空冷ヒートポンプ 
2009 年度 2 台 3 台 4 台 5 台 6 台 7 台 8 台 9 台 10 台 
冷凍能力[kW] 3,999 2,666 2,000 1,600 1,333 1,143 1,000 889 800 
加熱能力[kW] 3,261 2,174 1,631 1,305 1,087 932 816 725 653 
 
2015 年度 2 台 3 台 4 台 5 台 6 台 7 台 8 台 9 台 10 台 
冷凍能力[kW] 3,576 2,384 1,788 1,431 1,192 1,022 894 795 716 
加熱能力[kW] 2,916 1,944 1,458 1,167 972 833 729 648 854 
b) 空冷ヒートポンプ 
2009 年度 2 台 3 台 4 台 5 台 6 台 7 台 8 台 9 台 10 台 
冷凍能力[kW] 1,348 899 674 540 450 386 337 300 270 
 
2015 年度 2 台 3 台 4 台 5 台 6 台 7 台 8 台 9 台 10 台 








の COP と部分負荷特性 
図 5.2.5 選定したターボ冷凍機
の COP と部分負荷特性 
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 b) 運転計画設定 
熱源機器の運転は、8 時～22 時を昼間、22 時～8 時を夜間とし平日休日ごとに設定した。年間を
通じて冷水は機器効率の高いターボ冷凍機を優先して運転する。空冷 HP は夏期(6 月～9 月)は冷水
専用運転で冬期(12 月～3 月)は温水専用運転とする。中間期(4 月、5 月、10 月、11 月)においては、

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































図 5.2.6 2009 年度の代表日の熱負荷と 2 台分割時の熱源機器構成 










全体の電力消費量において、2009 年度は 9 台分割したときまで減少し続け、2 台分割時と比較す




図 5.2.7 H ビルの 2009 年度と 2015 年度の分割台数毎の電力消費量の比較 
















図 5.2.8 に、H ビルの 2009 年度と 2015 年度の分割台数毎の年間エネルギー効率の比較を示す。
年間エネルギー効率は、2009 年度は 9 台分割したときまで上がり続け、2015 年度は 7 台分割した
ときまで上がり続けていることが分かる。2~10 台分割すべてにおいて 2015 年度の方が年間エネル
ギー効率は低かった。 
図 5.2.9 に H ビルの 2009 年度と 2015 年度の 2 台分割時の年間エネルギー効率を 100%とした場
合の 3～10 台分割時の年間エネルギー効率の比を示す。この比を 2009 年度と 2015 年度で分割台数
毎に比較すると、すべての分割台数時において 2015 年度の方が高い値となっている。また、2009 年
度は 2 台分割時から最高効率の 9 台分割時で年間エネルギー効率は 0.99 から 1.27 に上昇し、効率
が 1.28 倍に向上しており、2015 年度は 2 台分割時から最高効率の 7 台分割時で年間エネルギー効

























図 5.2.8  H ビルの 2009 年度と 2015 年度の 
分割台数毎の年間エネルギー効率の比較 
図 5.2.9  H ビルの 2009 年度と 2015 年度の 
対 2 台分割時の年間エネルギー効率比率 




































図 5.2.10  H ビルの分割台数毎の熱負荷率別出現頻度割合 
（左：冷熱負荷 右：温熱負荷） 
図 5.2.11  H ビルの年間冷温熱負荷割合 
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 シミュレーションの負荷設定に用いる代表日は、前節と同様に表 5.2.1 に示す各月の日を選定し、






a) 2009 年度 
 
b) 2015 年度 





























































































































































































































































































































































































































































ネレーションを 2 基以上とした。そこで、2009 年度〔GE-2 基〕と 2015 年度〔GE-2 基〕に加えて、
震災後はコージェネレーションシステムが有効になると考えられるため、2015 年度〔GE-3 基〕で
のシミュレーションも行った。そのため、ケースモデルは、2009 年度〔GE-2 基〕、2015 年度〔GE-
2 基〕、2015 年度〔GE-3 基〕の 3 つである。 
 




7℃、還りの温度は 14℃で温度差 7℃とする。温熱の搬送は蒸気で行い、行きの圧力は 0.785MPa、





図 5.3.2 コージェネレーションシステムモデルのシステム構成  
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 b) 発電機器・熱源機器の選定方針 
 図 5.3.3 に発電機器と熱源機器の設計方針を示す。①に機器選定の参考とした熱・電力負荷を示
す。熱源機器は経年劣化を考慮して、時刻別熱負荷の最大値を 1.1 倍した値が賄えるように機器容
量を決定する。 
まず②のガスエンジン発電機を 8-22 時における時刻別電力負荷の最小値約 1,000[kWh]を参考に、





以上の方針により設定した各熱源機器の台数を表 5.3.1 にケース別で示す。また、図 5.3.4～図 




図 5.3.3 コージェネレーションシステムモデルの機器選定方針 
 
表 5.3.1 ケース別各熱源機器の台数 
 2009 年度 2015 年度〔GE2 台〕 2015 年度〔GE3 台〕 
GE コージェネレーション 2 基 2 基 3 基 
蒸気焚ジェネリンク 2 基 2 基 3 基 
小型ターボ冷凍機 2 基 1 基 2 基 
大型ターボ冷凍機 2 基 2 基 2 基 
小型ボイラ 2 基 1 基 2 基 
大型ボイラ 3 基 3 基 2 基 
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 c) ガスエンジンコージェネレーション運転計画 
 運転計画の方針を表 5.3.2 に示す。平日の 8-22 時に運転し発電させる。8-18 時の間は選定した
全基運転させ、18-22 時の間は電力負荷に追従するため 1 基運転を止める。 
 





昼間①（8-18 時） 昼間②（18-22 時） 
夏期 
（6-9 月） 
GE-2 基(3 基)* GE-1 基(2 基) * － 
冬期 
（12-3 月） 
GE-2 基(3 基) * GE-1 基(2 基) * － 
中間期 
（4,5,10,11 月） 
GE-2 基(3 基) * GE-1 基(2 基) * － 
*括弧内は GECGS-3 基の場合の運転計画を示す。 
 
 d) 熱源機器運転計画 
 運転計画の方針を表 5.3.3 に示す。CGS の排熱を消費することを優先するため、蒸気焚ジェネリ
ンクは、ガスエンジン台数と合わ、コージェネレーションシステム同様に 8-18 時の間は選定した





表 5.3.3 熱源機器運転計画 
 
昼間（8－22 時） 夜間（22－8 時） 































の往き温度は 7℃、還りの温度は 12℃で温度差 5℃とし、温水の往き温度は 45℃、還りの温度は 40℃
で温度差 5℃とする。冷水・温水ポンプは 2 次ポンプ方式とする。冷却塔は個別冷却塔を採用する。  
比較対象である、本電気式モデルは 3 台分割時のシステムとした。 
 
図 5.3.7 電気式システムモデルシステム構成 
 
 a) 熱源機器選定方針 






割であるため、容量を 3 等分する。 





 b) 運転計画設定 
表 5.3.4 に熱源機器の運転計画を示す。年間を通じて冷水は機器効率の良いターボ冷凍機を優先
して運転する。空冷ヒートポンプは、夏期（6 月～9 月）は冷水専用運転で冬期（12 月～3 月）は
温水専用運転とする。中間期（4 月、5 月、10 月、11 月）はターボ冷凍機のみで冷熱負荷を賄えな
いため、空冷ヒートポンプは冷水専用運転と温水専用運転の 2 種とし、冷水専用運転の台数を温水
専用運転の台数より 1 台多くする。 
 
表 5.3.4 熱源機器の運転計画 
 
昼間（8－22 時） 夜間（22－8 時） 
























図 5.3.8 電気式モデルの機器選定方針 










は 14℃で温度差 7℃とする。温熱の搬送は蒸気で行い、行きの圧力は 0.785MPa、還りの温度は 80℃
とする。冷却塔は個別冷却塔方式を採用する。 
 
図 5.3.9 ガス・電気式システムモデルのシステム構成 
 
 a) 熱源機器選定方針 





して CGS の排蒸気分も必要となるため、ボイラは CGS モデルより台数が多くなる。 
表 5.3.5 に各熱源機器の台数をケース別で示す。 
 
 













吸収冷凍機 2 基 2 基 3 基 
小型ターボ冷凍機 2 基 1 基 2 基 
大型ターボ冷凍機 2 基 2 基 2 基 
小型ボイラ 4 基 3 基 3 基 
大型ボイラ 2 基 2 基 2 基 
 
 
 b) 運転計画設定 





表 5.3.6 熱源機器運転計画 
 
昼間（8－22 時） 夜間（22－8 時） 















ボイラ ターボ冷凍機 ボイラ 
 
図 5.3.10 ガス・電気式システムモデルの機器選定方針 





 a) 月別エネルギー消費量・エネルギー効率 
図 5.3.11 にコージェネレーションシステムモデルの月別エネルギー消費量とエネルギー効率を
示す。エネルギー効率は式 1 により算出した 
 3 ケースにおいて冬期（12－3 月）のエネルギー効率はほぼ同等であった。夏期（6～9 月）、中間
期（4、5、10、11 月）に震災後の方が、エネルギー効率が低い傾向にある。2015 年度〔GE-3 基〕
以外の 2 ケースは、5 月と 10 月が夏期に比べエネルギー効率が高いが、2015 年度〔GE-3 基〕は 5
月～10 月はほぼ一定で、夏期においてエネルギー効率は低下しなかった。  
 
NE=(CL+HL)／(E+G-GE) .............................. (1) 
  NE：熱供給システム効率[-] 
  CL：冷熱負荷[GJ] 
  HL：蒸気負荷（温熱負荷）[GJ] 
  E：熱源システム商用電力消費量（CGS 補機電力含む）[GJ]（換算係数：9.76[MJ/kWh]） 
  G：熱源システム都市ガス消費量[GJ]（換算係数：45[MJ/m3]） 
  GE：CGS の発電電力量[GJ] （換算係数：9.76[MJ/kWh]） 
 
  





図 5.3.11 CGS モデルの月別エネルギー消費量・エネルギー効率 
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 b) 比較検討システムモデル〔電気式モデル（3 台分割時）〕 
図 5.3.12 に比較検討システムモデルの電気式モデル（3 台分割時）の月別エネルギー消費量とエ
ネルギー効率を示す。エネルギー効率は式 2 により算出した。 
 図 5.3.12 より、震災前後で夏期（6～9 月）、冬期（12～3 月）のエネルギー効率はほぼ同等であ
るのに対し、中間期（4、5、10、11 月）において、エネルギー効率が下がっていた。特に 4、11 月
においては、温熱比率が増大していることが要因であると考えられる。  
 
NE=(CL+HL)／E ............................................ (2) 
  NE：熱供給システム効率[-] 
  CL：冷熱負荷[GJ] 
  HL：温水負荷（温熱負荷）[GJ] 




図 5.3.12 電気式モデル（3 台分割時）の月別エネルギー消費量・エネルギー効率 
（上：2009 年度 下：2015 年度） 
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 c) 比較検討システムモデル〔ガス・電気式モデル〕 
図 5.3.13 に比較検討システムモデルのガス・電気式モデルの月別エネルギー消費量とエネルギ
ー効率を示す。エネルギー効率は式 3 により算出した。 
 図 5.3.13 より、震災前後で冬期（12～3 月）のエネルギー効率はほぼ同等であった。夏期（6～
9 月）と中間期（4、5、10、11 月）において、エネルギー効率が下がっていた。 
2015 年度〔GE-3 基〕は 2015 年度〔GE-2 基〕に比べ、効率の良いターボ冷凍機の比率が小さく
なり、吸収式冷凍機の比率が大きいがエネルギー効率はほぼ同等であった。これは、吸収式冷凍機
の部分負荷特性が低負荷時でも定格 COP と大きく変わらないことが、要因であると考えられる。  
NE=(CL+HL)／(E+G) .................................... (3) 
  NE：熱供給システム効率[-] 
  CL：冷熱負荷[GJ] 
  HL：蒸気負荷（温熱負荷）[GJ] 
  E：熱源システム商用電力消費量[GJ]（換算係数：9.76[MJ/kWh]） 
  G：熱源システム都市ガス消費量[GJ]（換算係数：45[MJ/m3]） 
 
 
図 5.3.13 ガス・電気式モデルの月別エネルギー消費量・エネルギー効率 
（上：2009 年度 中：2015 年度〔GE-2 基〕 下：2015 年度〔GE-3 基〕）  




図 5.3.14 に年間エネルギー効率の比較を示す。CGS モデルは GE-2 基構成よりも GE-3 基構成の
方が約 6%効率が向上している。震災前後の年間エネルギー効率は、電気式では 2009 年度の COP1.11
から 2015 年度の COP1.03 と 7.2%低下した。また、ガス・電気式では 2009 年度 2 基ケースの COP1.06
に対し、2015 年度 2 基ケースでは 9.4%、3 基ケースでは 12.3%低下した。一方、CGS モデルは 2009
年度 2 基の COP1.26 に対し、2015 年度 2 基では 7.9%、3 基では 2.4%低下した。 
 電気式比較モデルの震災後の効率低下は、5.2.3 項（2）で示したように熱負荷に対する温熱比率
の増加が要因であると考えられる。また、ガス・電気式比較モデルの 2015 年度 2 基ケースの効率低
下は温熱比率の増加、2015 年度 3 基ケースは温熱比率の増加に加え、吸収冷凍機容量の増加による
効率が高いターボ冷凍機の運転時間の減少が要因であると考えられる。  





図 5.3.14 年間エネルギー効率比較 
（左：2009 年度 中：2015 年度〔GE-2 基〕 右：2015 年度〔GE-3 基〕） 
 
  




 図 5.3.15 に 2009 年度・2015 年度〔GE-2 基〕・2015 年度〔GE-3 基〕の 3 ケースにおいて、それ
ぞれの電気式モデルのエネルギー消費量を 100%とした場合の消費エネルギー率を示す。 
 電気式モデルを 100％とした場合、ガス・電気式モデルは 5％程度増加、CGS モデルは 12％から
18％減少しており、CGS モデルは全てにおいて省エネであった。特に、震災後の方が電気式モデル
に比べ、CGS モデルの省エネルギー率が 12%から 18％に増加していた。 
 図 5.3.16 に 2009 年度・2015 年度〔GE-2 基〕・2015 年度〔GE-3 基〕の 3 ケースにおいて、それ
ぞれのガス・電気式モデルのエネルギー消費量を 100%とした場合の消費エネルギー率を示す。 
 ガス・電気式モデルを 100％とした場合、電気式モデルは 5％程度減少、CGS モデルは 16％から
24％減少しており、CGS モデルは全てにおいて省エネであった。特に、震災後の方が電気式モデル
に比べ、CGS モデルの省エネルギー率が 16%から 24％に増加していた。 
 これらのことより、震災後の CGS 容量を増大したほうが震災前に比べ省エネルギー率が向上し
ており、CGS の容量増大による省エネルギー化の可能性を示唆することが出来たと考えられる。  
 
 
図 5.3.15 電気式を 100%とした場合の消費エネルギー率の比較 
（左：2009 年度 中：2015 年度〔GE-2 基〕 右：2015 年度〔GE-3 基〕） 
 
 
図 5.3.16 ガス・電気式を 100%とした場合の消費エネルギー率の比較 
（左：2009 年度 中：2015 年度〔GE-2 基〕 右：2015 年度〔GE-3 基〕 
 
  




 表 5.3.7 に排蒸気利用率を示す。2015 年度〔GE-2 基〕の 9 月においてはガスエンジンコージェネ
レーションの蒸気排熱が余り排蒸気利用率は 88%となっているが、他は全て 100%であった。 
 
表 5.3.7 排蒸気利用率 
 2009 年度 2015 年度(GE-2 基) 2015 年度(GE-3 基) 



























1 月 0.17 0 100 0.17 0 100 0.26 0 100 
2 月 0.17 0 100 0.17 0 100 0.28 0 100 
3 月 0.19 0 100 0.19 0 100 0.3 0 100 
4 月 0.18 0 100 0.18 0 100 0.29 0 100 
5 月 0.16 0 100 0.16 0 100 0.25 0 100 
6 月 0.19 0 100 0.19 0 100 0.3 0 100 
7 月 0.19 0 100 0.19 0 100 0.3 0 100 
8 月 0.18 0 100 0.18 0 100 0.29 0 100 
9 月 0.17 0 100 0.17 0.02 88 0.26 0 100 
10 月 0.18 0 100 0.18 0 100 0.29 0 100 
11 月 0.17 0 100 0.17 0 100 0.26 0 100 
12 月 0.19 0 100 0.19 0 100 0.3 0 100 
年間 2.14 0 100 2.14 0.02 99 3.38 0 100 
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表 5.3.8 に排温水利用率を示す。排温水利用率では、2009 年度が年間で 99.3％とほとんど利用で
きている。2015 年度〔GE-2 基〕は年間で 94.4%と 2009 年度に比べて低くなっているが、ほとんど
利用できている。2015〔GE-3 基〕は年間で 83.9%と他の 2 ケースに比べて低く、特に冬期（12-3 月）
において低くなっていた。 
 
表 5.3.8 排温水利用率 
  




























1 月 490.40 16.00 97 490.40 56.20 89 776.40 308.50 60 
2 月 490.40 13.40 97 516.20 127.70 75 817.30 404.30 51 
3 月 567.80 4.40 99 567.80 31.70 94 899.00 313.90 65 
4 月 542.00 0 100 542.00 4.20 99 858.10 85.90 90 
5 月 464.60 0 100 464.60 0 100 735.50 5.90 99 
6 月 567.80 0 100 567.80 0.00 100 899.00 12.70 99 
7 月 567.80 0 100 567.80 29.60 95 899.00 48.70 95 
8 月 542.00 0 100 542.00 41.60 92 858.10 64.60 92 
9 月 490.40 0 100 490.40 0 100 776.40 0 100 
10 月 542.00 0 100 542.00 0 100 858.10 0 100 
11 月 490.40 0 100 490.40 1.90 100 776.40 36.40 95 
12 月 567.80 13.30 98 567.80 59.80 89 899.00 336.20 63 















て 2 月を除き、稼働時間は同じであった。2015 年度は閏年があるため、2 月で稼働時間が多くなっ
ている。 
2015(GE-3 台)の場合は、GE-1 と GE-2 が 2015 年度(GE-2 台)の GE-1 の場合と同じ稼働時間数で
あり、GE-3 は 2015 年度(GE-2 台)の GE-2 の場合と同じ稼働時間であった。 
 




GE-1 GE-2 GE-1 GE-2
1月 14h×19日=266h 10h×19日=190h 14h×19日=266h 10h×19日=190h
2月 14h×19日=266h 10h×19日=190h 14h×20日=280h 10h×20日=200h
3月 14h×22日=308h 10h×22日=220h 14h×22日=308h 10h×22日=220h
4月 14h×21日=294h 10h×21日=210h 14h×21日=294h 10h×21日=210h
5月 14h×18日=252h 10h×18日=180h 14h×18日=252h 10h×18日=180h
6月 14h×22日=308h 10h×22日=220h 14h×22日=308h 10h×22日=220h
7月 14h×22日=308h 10h×22日=220h 14h×22日=308h 10h×22日=220h
8月 14h×21日=294h 10h×21日=210h 14h×21日=294h 10h×21日=210h
9月 14h×19日=266h 10h×19日=190h 14h×19日=266h 10h×19日=190h
10月 14h×21日=294h 10h×21日=210h 14h×21日=294h 10h×21日=210h
11月 14h×19日=266h 10h×19日=190h 14h×19日=266h 10h×19日=190h
12月 14h×22日=308h 10h×22日=220h 14h×22日=308h 10h×22日=220h
年間 3,430h 2,450ｈ 3,444h 2,460h
2009年度(GE2台) 2015年度(GE2台)








た。2 台ケースに対する台数分割の効果は、2009 年度の場合は約 1.28 倍、2015 年度の場合は約
1.33 倍に向上したことから、震災後の方が台数分割の効果が大きいと考えられる。  
2）CGS モデルシミュレーション分析の結果、ガス・電気式モデルの年間効率は、2009 年度に対し
て 2015 年度では約 9.4%と約 12.3%に低下した。一方、CGS の場合は 2009 年度に対して 2015 年
度〔GE-2 基〕で約 7.9%低下、2015 年度〔GE-3 基〕で約 2.4%低下であり、ガス・電気式モデル

































供給システムは全国で 131 地区（2018 年 12 月時点）導入されており、多くの地域熱供給システム
は 1990 年代に整備されている。そして、20 年以上経過した現在、多くの熱源システムが改修時期
を迎えていると考えられる。そこで本章では、既存地域熱供給地区が実際に行った熱源機器のリニ
ューアル内容を調査し、地域熱供給システムの効率向上に資する基礎資料として整理する。  
リニューアル内容の調査では、東京都区内 61 地区の地域熱供給システムの中から、46 地区を対象
として、2009 年度から 2015 年度までの 7 年間における熱源システムの構成を調査し、エネルギー
効率の向上に寄与するリニューアル傾向の分析を行った。 
6.2 既存地域熱供給システムにおける熱源機器のリニューアル内容の調査  
6.2.1 調査概要及び方法 
(1) 調査対象地区 
 東京都特別区内の 61 地区 (記号：DHC.1 地区～DHC.61 地区) のうち、本報では 46 地区を対象と
して分析を行った。分析を行う際、実績報告書に記載がない地区、または前報で調査した熱供給事
業便覧との整合性が得られなかった 15 地区を分析の対象外とした。 
(2) 調査方法 
本研究では東京都特別区内の地域熱供給プラント 61 地区を対象に、平成 21 年度（2009 年度）か






図 6.2.1 東京都環境局実績報告書例（平成 7 年度[1995 年度]） 





図 6.2.2 に東京都特別区内の地域熱供給システムの改修実態、表 6.2.1 に分析対象の DHC 地区
の概要を示す。本研究では東京都特別区の地域熱供給システム 61 地区のうち熱供給事業便覧から
エネルギー効率の算出が可能であった 49 地区を対象とし東京都環境局実績報告書平成 21 年度から
平成 27 年度版を用いて熱源機器の改修件数、改修による機器容量の変化を明らかにする。  
機器改修を行っている地区は 23 件あり、機器改修を行っていない地区は 26 件であった。東日本
大震災を背景に、平常時の熱供給システムのエネルギー効率の向上だけで無く災害時の事業継続（以
下、BCP：Business Continuity Plan）性能も重要視されるようになってきたことから、CGS は今後の
地域熱供給にとって重要なシステムになると考えられる。その為、本章では熱源機器を改修した熱
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表 6.2.1 分析対象 DHC 地区の概要 
  
エネルギー効率の算出の可否 改修の有無 CGSの導入有り 分析対象地区
DHC 1 算出可能 改修有 分析対象
DHC 2 算出可能 改修有 分析対象
DHC 3 算出可能
DHC 4 算出可能 改修有 分析対象
DHC 5 算出可能 改修有 分析対象
DHC 6
DHC 7 算出可能 改修有 分析対象
DHC 8 算出可能 改修有 分析対象
DHC 9 算出可能 改修有 CGS導入有
DHC 10 算出可能 CGS導入有
DHC 11 算出可能 CGS導入有
DHC 12 算出可能 CGS導入有
DHC 13 算出可能 改修有 CGS導入有
DHC 14 算出可能 CGS導入有
DHC 15 CGS導入有
DHC 16 改修有 CGS導入有
DHC 17 算出可能 改修有 CGS導入有
DHC 18 算出可能 CGS導入有
DHC 19 算出可能 改修有 CGS導入有
DHC 20 算出可能 CGS導入有
DHC 21 算出可能
DHC 22 算出可能 改修有 CGS導入有
DHC 23 CGS導入有
DHC 24 算出可能 改修有 CGS導入有
DHC 25 算出可能
DHC 26 算出可能 改修有 分析対象
DHC 27 算出可能 改修有 分析対象
DHC 28 算出可能 改修有 分析対象
DHC 29 算出可能
DHC 30











DHC 42 算出可能 改修有 分析対象







DHC 50 算出可能 改修有 分析対象
DHC 51 改修有
DHC 52 算出可能 改修有 分析対象
DHC 53 算出可能 改修有 分析対象
DHC 54 算出可能
DHC 55 算出可能 CGS導入有
DHC 56 算出可能 改修有 分析対象
DHC 57 算出可能 改修有 分析対象




49 25 21 17
地区番号
地区数合計








 ・増設：既存の熱源機器と同種の機器を新たに設置すること。  
 ・新設：既存の熱源機器と異なる種類の機器を新たに設置すること。 
 ・更新：既存の熱源機器を撤去し、撤去されたものと同種の機器を新たに設置すること。 
 ・撤去+増設：既存の熱源機器の撤去し、撤去されたものと異なる種類の機器を増設すること。  
 ・撤去+新設：既存の熱源機器を撤去し、異なる種類の機器を新たに設置すること。  


























冷熱[17件] 容量 台数 件数 備考　(　)は件数
撤去 減少 減少 1 HP DHC.42
増加






変化なし 1 吸収式撤去→電動 DHC.26
減少
増加 1 吸収式撤去→電動 DHC.1
変化なし 1 吸収式撤去→電動 DHC.51
減少
















増加 1 HP→HP DHC.42
変化なし 1 HP→HP DHC.5
減少 2 HP→HP DHC.2,DHC.43
増設 増加 増加 2 電動ターボ冷凍機(2) DHC.56,DHC.58













表 6.2.2 冷熱源機器改修内容 












温熱[10件] 容量 台数 件数 備考　(　)は件数
撤去 減少 減少 1 給湯HP HDC.7













































表 6.2.3 温熱源機器改修内容 





(1) DHC.1 地区の分析結果[廃棄物エネルギー] 
 
図 6.3.1 に DHC.1 地区の運転実績と熱源機器構成の年度推移を示す。a)~d)のグラフは、熱供給事





この地区は清掃工場からの排熱を利用しており、a)~d)のグラフより 1998 年度と 2015 年度を比較
すると販売熱量は 55％の増加、原燃料使用量は 9％の増加、システム効率は 24％の向上を示した。
また、熱源機器容量は、実績報告書に機器情報が記載されていた 2009 年度と 2015 年度を比較する
と冷熱源機器では 22％、温熱源機器では 9％の増加を示した。 
また、e)・f)のグラフよりこの地区は熱源機器改修を 2010 年度、2011 年度に行ったことを確認し
た。2010 年度の改修では電動ターボ冷凍機 38[GJ/h]を 3 台増設、小型貫流ボイラ 5.6[GJ/h]を 10 台
増設、炉筒煙管ボイラを 57[GJ/h]を 1 台増設しており、2011 年度の改修では二重効用蒸気吸収式冷
凍機 33[GJ/h]を 1 台撤去し 32[GJ/h]を 1 台増設、電動ターボ冷凍機[38[GJ/h]]を 2 台増設、炉筒煙管
ボイラ 54[GJ/h]を 1 台増設していた。 





































































































































































電力 ガス LPG 灯油 石炭








































































































































































































































































炉筒煙管ボイラ30t/h 炉筒煙管ボイラ25t/h 炉筒煙管ボイラ24t/h 炉筒煙管ボイラ14t/h
熱回収HP(蓄熱専用)800RT 熱回収HP(蓄熱専用)600RT 小型貫流ボイラ2.5t/h
c) 冷却能力と加熱能力の年度推移 




a) 売熱量の年度推移 b) 原・燃料使用量の年度推移 
e) 冷熱源機器構成の年度推移 
ｆ) 温熱源機器構成の年度推移 
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(2) DHC.4 地区の分析結果[温度差エネルギー] 




年・1999 年の値が極端に小さいため実績報告書に機器情報が記載されていた 2009 年度と 2015 年度
を対象に分析を行った。a)~d)のグラフより 2009 年度と 2015 年度を比較すると販売熱量は 17％の
減少、原燃料使用量は 18％の減少、システム効率は 1％の向上と同程度の値を示した。また、熱源
機器容量は、2009 年度と 2015 年度を比較すると冷熱源機器では 17％、温熱源機器では 24％の減少
を示した。 
また、e)のグラフよりこの地区は熱源機器改修を 2014 年度・2015 年度に行ったことを確認した。
2014 年度の改修では、水熱源ターボ式 HP(熱回収) 14 [GJ/h]を 1 台撤去し、水熱源ターボ式 HP(熱回
収)17[GJ/h]を 1 台導入しており、2015 年度の改修では水熱源ターボ式 HP が 3 台とインバータター
ボ冷凍機が 1 台になった。 
DHC.4 地区は 2013 年度までの機器容量と比べると容量の小さい熱源機器が増え低負荷時にも高
効率で稼働できるようになったことが効率向上要因と考えられる。  
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水熱源ターボ式HP1 水熱源ターボ式HP2 水熱源ターボ式HP3 水熱源ターボ式HP(熱回収)1
水熱源ターボ式HP(熱回収)2 水熱源ターボ式HP(熱回収)3 インバータターボ冷凍機
c) 冷却能力と加熱能力の年度推移 




a) 売熱量の年度推移 b) 原・燃料使用量の年度推移 
e) 冷熱源機器構成の年度推移 
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(3) DHC.5 地区の分析結果[温度差エネルギー] 
図 6.3.3 に DHC.5 地区の運転実績と熱源機器構成の年度推移を示す。a)~d)のグラフより 1998 年
度と 2015 年度を比較すると販売熱量は 27％の減少、原燃料使用量は 36％の減少、システム効率は
13％の向上を示した。また、熱源機器容量は、2009 年度と 2015 年度を比較すると冷熱源機器では
15％、温熱源機器では 20％の減少を示した。 
また、e)・f)のグラフよりこの地区は熱源機器改修を 2014 年度に行ったことを確認した。改修で
は、冷却能力 20[GJ/h]×2 台撤去、加熱能力 14[GJ/h]×2 台撤去し冷却能力 14[GJ/h]×2 台設置、加熱能
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ヒートポンプ1 ヒートポンプ2 ヒートポンプ3 ヒートポンプ4 ヒートポンプ5 ヒートポンプ6 ヒートポンプ7







































給湯ヒートポンプ1 給湯ヒートポンプ2 給湯ヒートポンプ3 給湯ヒートポンプ4 電気ボイラ1
電気ボイラ2 電気ボイラ3 電気ボイラ4 ヒートポンプ１ ヒートポンプ２
c) 冷却能力と加熱能力の年度推移 




a) 売熱量の年度推移 b) 原・燃料使用量の年度推移 
e) 冷熱源機器構成の年度推移 
ｆ) 温熱源機器構成の年度推移 
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(4) DHC.7 地区の分析結果[一般的なシステム] 
図 6.3.4 に DHC.7 地区の運転実績と熱源機器構成の年度推移を示す。  
この地区は、未利用エネルギーや天然ガスコージェネレーションを有しない、ボイラ、冷凍機、
ヒートポンプなど熱源機による一般的なシステムである。a)~d)のグラフより 1998 年度と 2015 年度
を比較すると販売熱量は 4％の増加、原燃料使用量は 22％の減少、システム効率は 33％の向上を示
した。また、熱源機器容量は、2009 年度と 2015 年度を比較すると冷熱源機器では 4％の減少を示し
た。 
また、e)・f)のグラフよりこの地区は熱源機器改修を 2009 年度～2013 年度に亘り行っており、
2013 年度の改修では、電動ターボ冷凍機を 15[GJ/h]×1 台導入していた。 
DHC.7地区は高効率な電動ターボ冷凍機を増設したことがエネルギー効率向上要因と考えられる。 
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ターボ冷凍機[500RT] ターボ冷凍機[500RT] ターボ冷凍機[500RT] ターボ冷凍機[500RT]
ターボ冷凍機[250RT] ターボ冷凍機[320RT] 熱回収型ヒートポンプ[320RT] 熱回収型ヒートポンプ[320RT]
熱回収型ヒートポンプ[320RT] 熱回収型ヒートポンプ[280RT] 熱回収型ヒートポンプ[280RT] 熱回収型ヒートポンプ[280RT]
熱回収型ヒートポンプ[134RT] 熱回収型ヒートポンプ[134RT] 熱回収型ヒートポンプ[125RT] 熱回収型ヒートポンプ[120RT]







































給湯ヒートポンプ[696MJ/ｈ] 給湯ヒートポンプ[197MJ/ｈ] 給湯ヒートポンプ[197MJ/ｈ] 熱回収型ヒートポンプ[320RT]
熱回収型ヒートポンプ[320RT] 熱回収型ヒートポンプ[320RT] 熱回収型ヒートポンプ[280RT] 熱回収型ヒートポンプ[280RT]
熱回収型ヒートポンプ[280RT] 熱回収型ヒートポンプ[134RT] 熱回収型ヒートポンプ[134RT] 熱回収型ヒートポンプ[125RT]
熱回収型ヒートポンプ[120RT] 熱回収型ヒートポンプ[349RT] 熱回収型ヒートポンプ[349RT] 熱回収型ヒートポンプ[379RT]
熱回収ヒートポンプ[359RT]
c) 冷却能力と加熱能力の年度推移 




a) 売熱量の年度推移 b) 原・燃料使用量の年度推移 
e) 冷熱源機器構成の年度推移 
ｆ) 温熱源機器構成の年度推移 
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(5) DHC26 地区の分析結果[一般的なシステム] 
図 6.3.5 に DHC.26 地区の運転実績と熱源機器構成の年度推移を示す。  
この地区は、未利用エネルギーや天然ガスコージェネレーションを有しない、ボイラ、冷凍機、
ヒートポンプなど熱源機による一般的なシステムである。a)~d)のグラフより 1998 年度と 2015 年度
を比較すると販売熱量は 19％の減少、原燃料使用量は 46％の減少、システム効率は 51％の向上を
示した。また、熱源機器容量は、2009 年度と 2015 年度を比較すると冷熱源機器では 2％の増加、温
熱源機器では 37％減少を示した。 
また、e)・f)のグラフよりこの地区は熱源機器改修を 2012 年度・2013 年度に亘り行っており、2012
年度の改修では、冷熱源機器では電動ターボ冷凍機 19[GJ/h]を 1 台導入し、2013 年度の改修では吸
収式冷凍機 25[GJ/h]を 1台撤去していた。温熱源機器では 2013年度の改修で炉筒煙管ボイラ 34[GJ/h]
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1炉筒煙管ボイラ 2炉筒煙管ボイラ 3炉筒煙管ボイラ 4炉筒煙管ボイラ
c) 冷却能力と加熱能力の年度推移 




a) 売熱量の年度推移 b) 原・燃料使用量の年度推移 
e) 冷熱源機器構成の年度推移 
ｆ) 温熱源機器構成の年度推移 
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(6) DHC.27 地区の分析結果[一般的なシステム] 
図 6.3.6 に DHC.27 地区の運転実績と熱源機器構成の年度推移を示す。  
この地区は、未利用エネルギーや天然ガスコージェネレーションを有しない、ボイラ、冷凍機、
ヒートポンプなど熱源機による一般的なシステムである。a)~d)のグラフより 1998 年度と 2015 年度
を比較すると販売熱量は 41％の減少、原燃料使用量は 49％の減少、システム効率は 16％の向上を
示した。また、熱源機器容量は、2009 年度と 2015 年度を比較すると冷熱源機器では 2％の増加、温
熱源機器では同程度の値を示した。 
また、e)・f)のグラフよりこの地区は熱源機器改修を 2009 年度・2010 年度に行っており、2009 年
度の改修は、冷熱源機器では二重効用蒸気吸収式冷凍機 5.7[GJ/h]を 1 台撤去し、2010 年度の改修で
は電動ターボ冷凍機 6[GJ/h]を 1 台撤去していた。 
DHC.27 地区は吸収式冷凍機を撤去し高効率な電動ターボ冷凍機を増設したことがエネルギー効
率向上要因と考えられる。  
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a) 売熱量の年度推移 b) 原・燃料使用量の年度推移 
e) 冷熱源機器構成の年度推移 
ｆ) 温熱源機器構成の年度推移 
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(7) DHC.28 地区の分析結果[一般的なシステム] 
図 6.3.7 に DHC.28 地区の運転実績と熱源機器構成の年度推移を示す。  
この地区は、未利用エネルギーや天然ガスコージェネレーションを有しない、ボイラ、冷凍機、
ヒートポンプなど熱源機による一般的なシステムである。a)~d)のグラフより 1998 年度と 2015 年度
を比較すると販売熱量は 27％の減少、原燃料使用量は 37％の減少、システム効率は 15％の向上を
示した。また、熱源機器容量は、2009 年度と 2015 年度を比較すると冷熱源機器では 67％の増加、
温熱源機器では 33％の増加を示した。 
また、e)・f)のグラフよりこの地区は熱源機器改修を 2010 年度・2011 年度に行っており、2010 年
度の改修は、温熱源機器では炉筒煙管ボイラ 21[GJ/h]を 1 台撤去しており、2011 年度の改修では炉
筒煙管ボイラ 21[GJ/h]を 1 台撤去し小型貫流ボイラ 7[GJ/h]を 5 台導入していた。 
DHC.28 地区は炉筒煙管ボイラを撤去し、小型貫流ボイラを複数台導入したことがエネルギー効
率向上の要因と考えられる。  
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a) 売熱量の年度推移 b) 原・燃料使用量の年度推移 
e) 冷熱源機器構成の年度推移 
ｆ) 温熱源機器構成の年度推移 
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(8) DHC.43 地区の分析結果[一般的なシステム] 
図 6.3.8 に DHC.43 地区の運転実績と熱源機器構成の年度推移を示す。  
この地区は、未利用エネルギーや天然ガスコージェネレーションを有しない、ボイラ、冷凍機、
ヒートポンプなど熱源機による一般的なシステムである。a)~d)のグラフより 1998 年度と 2015 年度
を比較すると販売熱量は 30％の減少、原燃料使用量は 44％の減少、システム効率は 26％の向上を
示した。また、熱源機器容量は、2009 年度と 2015 年度を比較すると冷熱源機器では 9％の減少、温
熱源機器では同程度の値を示した。 
また、e)・f)のグラフよりこの地区は熱源機器改修を 2011 年度・2013 年度に行っており、2011 年
度の改修は、温熱源機器では給湯ヒートポンプ 0.4[GJ/h]を 2 台撤去し給湯ヒートポンプ 0.5[GJ/h]を
2 台導入しており、2013 年度の改修は冷熱源機器ではヒートポンプ 4[GJ/h]を 1 台撤去しヒートポン
プを 3[GJ/h]を 1 台導入していた。 
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ヒートポンプ1 ヒートポンプ2 ヒートポンプ3 ヒートポンプ4 ヒートポンプ5 ヒートポンプ6
ヒートポンプ7 ターボ冷凍機1 ターボ冷凍機2 ターボ冷凍機3 ターボ冷凍機4 ターボ冷凍機5










































給湯ヒートポンプ1 給湯ヒートポンプ2 給湯ヒートポンプ3 給湯ヒートポンプ4 給湯ヒートポンプ5
給湯ヒートポンプ6 電気ヒーター1 電気ヒーター2 電気ヒーター3 電気ヒーター4
c) 冷却能力と加熱能力の年度推移 




a) 売熱量の年度推移 b) 原・燃料使用量の年度推移 
e) 冷熱源機器構成の年度推移 
ｆ) 温熱源機器構成の年度推移 
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(9) DHC52 地区の分析結果[一般的なシステム] 
図 6.3.9 に DHC.52 地区の運転実績と熱源機器構成の年度推移を示す。  
この地区は、未利用エネルギーや天然ガスコージェネレーションを有しない、ボイラ、冷凍機、
ヒートポンプなど熱源機による一般的なシステムである。a)~d)のグラフより 1998 年度と 2015 年度
を比較すると販売熱量は 39％の減少、原燃料使用量は 50％の減少、システム効率は 21％の向上を
示した。また、熱源機器容量は、2009 年度と 2015 年度を比較すると冷熱源機器と温熱源機器では
同程度の値を示した。 
また、e)・f)のグラフよりこの地区は熱源機器改修を 2011 年度～2013 年度・2015 年度に行ってお
り、2011 年度の改修は、冷熱源機器では二重効用吸収式冷凍機 9[GJ/h]を 1 台撤去、二重効用吸収式
冷凍機 18[GJ/h]を 3 台撤去、電動ターボ冷凍機 9[GJ/h]を 1 台撤去し電動ターボ冷凍機(INV)10[GJ/h]を
3 台導入していた。2012 年度の改修は、冷熱源機器では二重効用吸収式冷凍機 18[GJ/h]を 2 台撤去し二
重効用吸収式冷凍機 16[GJ/h]を 2 台導入、電動ターボ冷凍機 10[GJ/h]を 1 台導入していた。2013 年度の
改修は冷熱源機器では二重効用吸収式冷凍機 16[GJ/h]を 2 台導入しており、2015 年度の改修は冷熱源
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炉筒煙管ボイラ1[18t/h] 炉筒煙管ボイラ2[15t/h] 炉筒煙管ボイラ3[15t/h] 炉筒煙管ボイラ4[7.2t/h]
c) 冷却能力と加熱能力の年度推移 




a) 売熱量の年度推移 b) 原・燃料使用量の年度推移 
e) 冷熱源機器構成の年度推移 
ｆ) 温熱源機器構成の年度推移 
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(10) DHC.53 地区の分析結果[一般的なシステム] 
図 6.3.10 に DHC.53 地区の運転実績と熱源機器構成の年度推移を示す。  
この地区は、未利用エネルギーや天然ガスコージェネレーションを有しない、ボイラ、冷凍機、
ヒートポンプなど熱源機による一般的なシステムである。a)~d)のグラフより 1998 年度と 2015 年度
を比較すると販売熱量は 23％の減少、原燃料使用量は 42％の減少、システム効率は 32％の向上を
示した。また、熱源機器容量は、2009 年度と 2015 年度を比較すると冷熱源機器では 14％の減少、
温熱源機器では 8％の減少を示した。 
また、e)・f)のグラフよりこの地区は熱源機器改修を 2012 年度・2013 年度に行っており、2012 年
度の改修は、冷熱源機器では電動ターボ冷凍機(密閉型)4[GJ/h]を 1 台撤去しスクリュー冷凍機(密閉
型電動)1.2[GJ/h]を 4 台導入していた。2013 年度の改修は、冷熱源機器では二重効用吸収式冷凍機
23[GJ/h]を 1 台撤去、ヒートポンプ電動ターボ冷凍機（密閉型）8[GJ/h]を 1 台撤去しターボ冷凍機
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a) 売熱量の年度推移 b) 原・燃料使用量の年度推移 
e) 冷熱源機器構成の年度推移 
ｆ) 温熱源機器構成の年度推移 
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(11) DHC.56 地区の分析結果[一般的なシステム] 
図 6.3.11 に DHC.56 地区の運転実績と熱源機器構成の年度推移を示す。  
この地区は、未利用エネルギーや天然ガスコージェネレーションを有しない、ボイラ、冷凍機、
ヒートポンプなど熱源機による一般的なシステムである。a)~d)のグラフより 1998 年度と 2015 年度
を比較すると販売熱量は 4％の減少、原燃料使用量は 36％の減少、システム効率は 49％の向上を示
した。また、熱源機器容量は、2009 年度と 2015 年度を比較すると冷熱源機器では 10％の増加、温
熱源機器では 11％の減少を示した。 
また、e)・f)のグラフよりこの地区は熱源機器改修を 2014 年度に行っており、改修は、冷熱源機
器では電動インバータターボ冷凍機 9[GJ/h]を 1 台増設していた。温熱源機器では炉筒煙管ボイラ































































































































































































電力 ガス LPG 灯油 石炭





































































































































































































































































炉筒煙管ボイラ1[27GJ/h] 炉筒煙管ボイラ2[27GJ/h] 炉筒煙管ボイラ3[27GJ/h] 小型貫流ボイラ1[5GJ/h]
小型貫流ボイラ2[5GJ/h] 小型貫流ボイラ3[5GJ/h] 小型貫流ボイラ4[5GJ/h]
c) 冷却能力と加熱能力の年度推移 




a) 売熱量の年度推移 b) 原・燃料使用量の年度推移 
e) 冷熱源機器構成の年度推移 
ｆ) 温熱源機器構成の年度推移 





図 6.3.12 に熱源機器のリニューアルを行った 17 地区のうちエネルギー効率が向上した地区の
2009 年度の年間エネルギー効率に対する 2015 年度の年間エネルギー効率の比率である向上率を示
す。この値は東京都環境局実績報告書に記載されていた熱供給システムのエネルギー効率を用いて
算出した。2009 年度と 2015 年度を比較して、年間エネルギー効率の向上率が最も大きい地区は
DHC.53 地区であり、エネルギー効率は約 43.8%向上していた。また、最も年間エネルギー効率の向
上率が小さかった地区は DHC.4 地区であり、2009 年度から 2015 年度にかけて約 5.3％向上してい
た。 









































2009 年度に対する 2015 年度の 
年間エネルギー効率の割合[%] 




表 6.3.1 に 17 地区におけるリニューアル傾向を示す。 
冷熱源機器のリニューアルでは、吸収式冷凍機を撤去し電動式の冷凍機を導入した地区が 17 地
区中 8 地区と最も多く、電動式の冷凍機を増設・新設している地区が 17 地区中 4 地区であった。ま




表 6.3.1 リニューアル傾向 
 リニューアル傾向 地区数 
冷熱源機器のリニューアル内容 
1.吸収式冷凍機撤去+電気式冷凍機導入 8 地区 
2.電気式冷凍機増設・新設 4 地区 
3.ヒートポンプ更新 4 地区 
4.ヒートポンプ撤去+電気式冷凍機導入 1 地区 
温熱源機器のリニューアル内容 
5.炉筒煙管ボイラ更新 3 地区 
6. 炉筒煙管ボイラ撤去+小型貫流ボイラ導入 2 地区 
7. 小型貫流ボイラ更新 2 地区 
8.給湯ヒートポンプ撤去 1 地区 
9.給湯ヒートポンプ更新 1 地区 
 
  




本研究では、東京都環境局エネルギー供給実績報告書を用いて 2009 年度から 2015 年度までの熱
源機器改修内容の調査を行い、東京都特別区内の地域熱供給プラントの熱源機器構成の推移を分析
し、以下の知見を得た。 
1) 熱源機器のリニューアルを行っていた地区は 49 地区中 23 地区であった。そのうち、CGS を活
用している地区は 6 区あり、それ以外の地区は 17 地区であった。また、改修によりエネルギー
効率が向上した地区は 15 地区であった 
2) CGS を活用していない 17 地区で冷熱源機器のリニューアルを行っていた地区は 15 地区、温熱
源機器のリニューアルを行っていた地区は 10 地区であった。 
3) 2009 年度に対する 2015 年度の熱供給システム効率の比率を向上率とし、分析を行った。最も年
間エネルギー効率の向上率が大きい地区の向上率は DHC.53 地区の約 43.8％であり、最も小さい









6-1） 一般社団法人日本熱供給事業協会 HP, 熱供給事業の導入事例：
http://www.jdhc.or.jp/category/area/ 
6-2） 東京都環境局：地域におけるエネルギーの有効利用に関する制度(2009 年度～2015 年
度)http://www7.kankyo.metro.tokyo.jp/yukoriyou/area_select.html  
 































 本章では、地域熱供給に導入されている CGS の設置利用形態を整理するとともに、首都圏におけ
る CGS の設置利用形態や近年の改修内容の実態を把握することを目的とした。最初に、発電機の設
置場所と発電電力の供給施設の組み合わせから CGS 設置利用形態(CGS installation utilization pattern)
のタイプを整理した。そして、既存地域熱供給システム地区の内、東京都特別区、千葉市、さいた













ことを想定する。また、CGS を活用する地域熱供給システムの実例として CGS 発電電力を他者に
供給する場合に CGS 設置場所はプラントが一般的であることを考慮する。よってタイプ分類にあ
たり、以下の 3 つの前提条件を設けた。 
条件①：発電電力は、地域熱供給システム地区内のみでの供給を想定とする。  






今後、CGS 設置者と CGS 設置場所が異なるケースが出てくると考えられ、CGS 所有者の観点も含





 表 7.2.1 に本章で検討した地域熱供給システムにおける CGS の設置利用形態のタイプ分類結果
を示す。本章における CGS 設置利用形態の検討は、設置 CGS 一基に対する CGS の設置場所と CGS
の発電電力の供給施設の組合せにより分類した。 
 表 7.2.1 の縦軸に示す CGS の設置場所のタイプは、A～C の 3 つである。A タイプはプラントに
設置、B タイプはプラント設置建物内需要家に設置、C タイプは一般需要家に設置されるタイプで
ある。 








以上より、CGS 設置場所のタイプは 3 通りであり、供給施設のタイプは 7 通りであることから、
それらの組合せによる CGS 設置利用形態のタイプは 21 通りが考えられる。しかし、条件②と③か
ら 11 通りが除外されるため、最終的に CGS 設置利用形態を 10 通りのタイプに整理した。以下に
CGS の設置場所ごとに想定される CGS 設置利用形態について述べる。 
  





















〇 - - A-Ⅰ ○ - 
- 〇 - A-Ⅱ ○ - 
- - 〇 A-Ⅲ ○ - 
〇 〇 - A-Ⅳ ○ - 
〇 - 〇 A-Ⅴ ○ - 
- 〇 〇 A-Ⅵ ○ - 




〇 - - B-Ⅰ × 
条件③より CGS 設置者であるプラント設置建物内
の需要家が発電電力を消費しないため除外  
- 〇 - B-Ⅱ ○ - 




〇 〇 - B-Ⅳ ○ - 














〇 - - C-Ⅰ × 
条件③より CGS 設置者である一般需要家建物が発
電電力を消費しないため除外 
- 〇 - C-Ⅱ × 
条件③より CGS 設置者である一般需要家建物が発
電電力を消費しないため除外 
- - 〇 C-Ⅲ ○ - 
〇 〇 - C-Ⅳ × 
条件③より CGS 設置者である一般需要家建物が発
電電力を消費しないため除外 

























である。以上より B タイプでは B-Ⅱ（供給先：プラント設置建物内需要家）と B-Ⅳ（供給先：プラ

























は[a]～[c]の 3 つの形態に分類した。 
また、本報では一括受電を行う場合、受変電設備を設置できるのはプラント設置建物のみとし、





受電[b]はプラント側に受変電設備を設置する場合の 1 通りが考えられる。 
以上より、本報では CGS 設置利用形態の各タイプの受電形態は、個別受電と 5 通りの一括受電の
計 6 ケースに整理される。 
 
表 7.2.2 プラントとの一括受電の形態 
 
(2) 一括受電における連係の考え方 





連係方法[ⅱ][ⅲ]にあたる例を図 7.2.4 に示す。これらは CGS をプラントに設置し発電電力をプ
ラントに供給する CGS 設置利用形態である。[ⅱ]の例は、プラントとプラント設置建物内需要家が
一括受電し、プラントに配電された商用電力に発電電力が連係しているため対象外となる。また、
























































◎ ○ － 
○ ◎ － 




◎ ○ ○ 
○ ◎ ○ 
◎：受変電設備が設置される施設 
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図 7.2.2-1 連係方法[ⅱ]の例 図 7.2.3-2 連係方法[ⅲ]の例 
図 7.2.4 本報で整理から対象外となる CGS 設置利用形態の例 
 
(3) 一括受電における前提条件 









 表 7.2.2 の一括受電の形態を受け CGS 設置利用形態の各タイプにおける商用電力の受電形態の
整理結果を表 7.2.3 に示す。さらに受電形態も含めた CGS 設置利用形態の各タイプの系統図を図 
7.2.5 に示す。なお、表 7.2.3 には CGS 設置利用形態の各タイプにおいて該当する系統図の図番号
を示す。 
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 d) A-Ⅳタイプ（図 7.2.5-4） 






 e) A-Ⅴタイプ（図 7.2.5-5） 















































表 7.2.3 CGS 設置利用形態における商用電力の受電形態の整理 
CGS の  
設置場所  
CGS 発電電力の供給施設  








プラント  需要家  








プラント側受電  需要家側受電  プラント側受電  プラント側受電  需要家側受電  
A：プラント  
 
〇  - - A-Ⅰ  
〇  
図 1-1ⅰ  
     
- 〇  - A-Ⅱ  
〇  
図 1-2ⅰ  
  条件⑤より除外    
- - 〇  A-Ⅲ  
〇  
図 1-3ⅰ  
条件⑤より除外  条件⑤より除外     




図 1-4ⅰ  
〇* 
図 1-4ⅱ  
   





図 1-5ⅰ  
  
- 〇  〇  A-Ⅵ  
〇  
図 1-6ⅰ  
     
〇  〇  〇  A-Ⅶ  
条件④より  
除外  
   
〇* 
図 1-7ⅰ  
〇* 




- 〇  - B-Ⅱ  
〇  
図 1-8ⅰ  
  条件⑤より除外    




図 1-9ⅰ  
〇* 
図 1-9ⅱ  
   
C：一般需要家  
 
- - 〇  C-Ⅲ  
〇  
図 1-10ⅰ  
条件⑤より除外  条件⑤より除外     
*発電電力が商用電力と直接同期する形態を示す。  
**発電電力が配電後の商用電力と同期する形態を示す。  




         
ⅰ受電形態：個別受電 ⅰ受電形態：個別受電 ⅰ受電形態：個別受電 
図 7.2.5-1 A-Ⅰタイプ 図 7.2.5-2 A-Ⅱタイプ 図 7.2.5-3 A-Ⅲタイプ 
 
       
ⅰ受電形態： プラント側 
一括受電[a] 





図 7.2.5-4 A-Ⅳタイプ 図 7.2.5-5 A-Ⅴタイプ 図 7.2.5-6 A-Ⅵタイプ 
 
         
ⅰ受電形態： プラント側一括受電[c] ⅰ受電形態：個別受電 ⅰ受電形態：個別受電 
図 7.2.5-7 A-Ⅶタイプ 図 7.2.5-8 B-Ⅱタイプ 
 
         
ⅰ受電形態：プラント側一括受電[a] ⅱ受電形態：需要家側一括受電[a] ⅰ受電形態：個別受電 
図 7.2.5-9 B-Ⅳタイプ 図 7.2.5-10 C-Ⅲタイプ 




 調査は首都圏の地域熱供給 64 地区の内、天然ガス CGS が導入されている東京都特別区、千葉市、
さいたま市の 24 地区を対象に、CGS 設置利用形態を分析するため CGS の設置場所、発電電力の供

















































































































 表 7.3.1 に調査により確認できた各地区の CGS 設置利用形態、図 7.3.1 にタイプごとの地域熱供
給地区数を示す。実際の地域熱供給地区における CGS 設置利用形態は、調査できた 17 地区の内、
A-Ⅰタイプが 3 地区(18%)、A-Ⅱタイプが 3 地区（18%）、A-Ⅳタイプが 1 地区（6%）、A-Ⅶタイプ
が 2 地区（12%）、B-Ⅱタイプが 4 地区（24%）、C-Ⅲタイプが 1 地区（6%）あり、A-Ⅱタイプと




表 7.3.1 調査を実施した地域熱供給地区の CGS 設置利用形態 
 
 





























































改修年 CGS 設置利用形態のタイプ 該当タイプの系統図 
1 a 地区 1971 年 4 月 〇 2012 年 12 月 A-Ⅱ（個別受電）＆A-Ⅲ（個別受電） 図.3-2ⅰ & 図.3-3ⅰ 
2 b 地区 1980 年 10 月 〇 2003 年 3 月 A-Ⅰ（個別受電） 図.3-1ⅰ 
3 c 地区 1984 年 9 月 〇 2013 年 2 月 A-Ⅰ（個別受電） 図.3-1ⅰ 
4 d 地区 1986 年 4 月 〇 2005 年 2 月 B-Ⅱ（個別受電） 図.3-8ⅰ 
5 e 地区 1989 年 7 月 〇 2008 年 8 月 C-Ⅲ（個別受電） 図.3-10ⅰ 
6 f 地区 1989 年 10 月 〇 2007 年 7 月 A-Ⅰ（個別受電）（自己託送あり） 図.3-1ⅰ 
7 g 地区 1989 年 12 月 〇 2012 年 7 月 A-Ⅰ（個別受電） 図.3-1ⅰ 
8 h 地区 1992 年 4 月 〇 2008 年 10 月 A-Ⅱ（個別受電） 図.3-2ⅰ 
9 i 地区 1994 年 9 月 〇 2016 年 1 月 A-Ⅱ（個別受電） 図.3-2ⅰ 
10 j 地区 1998 年 11 月 〇 2015 年 7 月 A-Ⅶ（一括受電[c]（需要家側）） 図.3-7ⅱ 
11 k 地区 2000 年 4 月 〇 2012 年 12 月 A-Ⅰ（個別受電）（逆潮流・自己託送あり）  図.3-1ⅰ 
12 l 地区 2000 年 4 月 × - B-Ⅱ（個別受電） 図.3-8ⅰ 
13 n 地区 2002 年 10 月 × - B-Ⅱ（個別受電） 図.3-8ⅰ 
14 m 地区 2002 年 11 月 × - B-Ⅱ（個別受電） 図.3-8ⅰ 
15 o 地区 2003 年 5 月 × - A-Ⅶ（一括受電[c]（プラント側）） 図.3-7ⅰ 
16 p 地区 2006 年 2 月 × - A-Ⅱ（個別受電） 図.3-2ⅰ 
17 q 地区 2014 年 11 月 × - A-Ⅳ（一括受電[a]（需要家側）） 図.3-4ⅱ 




 商用電力を個別受電し CGS が設置された建物内で発電電力を消費する地域熱供給地区は、A-Ⅰ
（b 地区、c 地区、g 地区）、A-Ⅱ（h 地区、i 地区、p 地区）、B-Ⅱ（d 地区、l 地区、n 地区、m 地
区）、C-Ⅲ（e 地区）にあたる 11 地区であり、一括受電により消費する地区は A-Ⅳ（q 地区）にあ
たる 1 地区のみであった。 
また、A-Ⅱタイプと A-Ⅲタイプの複合タイプである a 地区は、プラントに設置された 2 台の CGS
の内、一台は熱供給プラントが個別受電により発電電力を消費し、もう一台はプラント設置建物外
の一般需要家建物専用のものとして使用され同建物が個別受電により消費していた。A-Ⅶタイプ（j
地区、o 地区）の 2 地区はどちらも商用電力を一括受電しており、エリア内の施設に対して発電電
力を供給していた。これにより、CGS を設置した建物内で発電電力を消費する地区は 17 地区中 12

























力量、CGS 排熱回収量、排熱の利用方法、プラント受電方法、BOS 対応 
非常用発電機概要 改修の有無、改修年、導入年、発電機容量、設置場所、所有者 




 地域熱供給地区における改修前後の CGS 設置利用形態を表 7.4.2 に示す。本報では CGS 改修ケ
ースを、プラントへの新設（3 地区）、需要家への新設（2 地区）、個別受電から一括受電に移行（1
地区）、設置場所の変更（2 地区）、発電電力供給先の変更（1 地区）、非常時対応のみの追加（1 地
区）の 6 ケースに整理した。 
 










CGS の設置場所 CGS 発電電力の供給施設 
受電方法 プラント設置建物 一般 
需要家 
プラント設置建物 一般需 




前 無し - - - - - - - 
後 A-Ⅰ（個別） 〇 - - 〇 - - 個別 
g 地区 
前 無し - - - - - - - 
後 A-Ⅰ（個別） 〇 - - 〇 - - 個別 
c 地区 
前 無し - - - - - - - 




前 無し - 〇 - - 〇 - - 
後 B-Ⅱ（個別） - 〇 - - 〇 - 個別 
e 地区 
前 無し - - - - - - - 




前 A-Ⅵ（個別） 〇 - - - 〇 〇 個別 




前 B-Ⅱ（個別） - 〇 - - 〇 - 
個別 
後 A-Ⅱ（個別） 〇 - - - 〇 - 
i 地区 
前 A-Ⅱ（個別）＆B-Ⅱ（個別） 〇 〇 - - 〇 - 
個別 




前 A-Ⅰ（個別）＆A-Ⅱ（個別） 〇 - - 〇 〇 - 
個別 












〇 - - 〇 - - 
※個別受電：個別, 一括受電[c]：一括[c] 












































 a) プラント設置建物新設時に需要家側に CGS が新規導入された場合 
図 7.4.2 に d 地区の改修前後のシステム比較図を示す。 
d 地区は、改修前は一般システムであった。そして、2005 年にサブプラントが設置された需要家
建物が新設し、需要家側に設置された CGS から発電電力が同建物の需要家に供給されるようにな
った。これにより、改修後の CGS 設置利用形態が B-Ⅱタイプになった。 
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 b) 一般需要家新設時に CGS が新規導入されたケース 
図 7.4.3にe地区の改修前後のシステム比較図を示す。 
e 地区は、改修前は一般システムであった。そして、2008 年に新設された一般需要家建物に CGS
が新規導入され、改修後の CGS 設置利用形態が C-Ⅲタイプになった。 
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図 7.4.7 a 地区の改修前後の CGS 設置利用形態の系統図 
 
(6) 非情時対応のみの追加 
 k 地区は、CGS 本体の改修ではなくプラントに設置されていた CGS をブラックアウトスタート対









































 CGS 改修による平常時の効果を比較するため、CGS 総合効率と地域熱供給システムの熱供給シス
テム効率を効果指標として用いた。それぞれの指標について下記する。  
 a) コージェネレーションシステム総合効率（HHV） 
CGS 総合効率（EE+HE）は、CGS 発電電力（GE）を CGS ガス消費量（GG）で除した発電効率
（EE）（式 1）と、排熱（蒸気及び温水）回収量（S+HW）を CGS ガス消費量（GG）で除した排熱
回収率（HE）（式 2）を合計し算出した（式 3）。 
EE=GE／GG×100 ........................................... (1) 
  EE：発電効率［％］ 
  GE：CGS 発電電力量［MJ］（換算係数：9.76[MJ/kWh]） 
  GG：CGS ガス消費量［MJ］（換算係数：45[MJ/m3]） 
HE=(S+HW)／GG×100 .................................. (2) 
  HE：排熱回収率［％］ 
  S：排熱（蒸気）回収熱量[MJ] 
  HW：排熱（温水）回収熱量［MJ］ 
TE=EE+HE ...................................................... (3) 
  TE：総合効率[％] 
 
 b) 熱供給システム効率 
 熱供給システム効率（NE）は、地区内需要家建物への販売熱量（CL+HL）をプラントの熱源シス
テムのエネルギー消費量を一次換算した値で除して算出した（式 4）。エネルギー消費量は、電気と
ガス消費量（E+G）に、CGS ガス消費量の内、熱源システムで利用した CGS 発電電力量と排熱回収
量に相当するガス消費量（A）を加算した値で除し算出した。 
 CGS で消費するガスは発電電力と回収排熱に転換される。さらに、発電電力は熱源システムの利




源システムで利用した CGS 発電電力量と排熱回収量に相当するガス消費量（A）は、CGS ガス消費
量（GG）から CGS 補機電力消費量（SE）と外部への発電電力供給量（OGE）を一次換算した値を
差し引いて算出した（式 5）。 
NE=(CL+HL)／(E+G+A) ............................... (4) 
  NE：熱供給システム効率[-] 
  CL：冷熱販売量[MJ] 
  HL：温熱販売量[MJ] 
  E：熱源システム商用電力消費量[MJ]（換算係数：9.76[MJ/kWh]） 
  G：熱源システム都市ガス消費量[MJ]（換算係数：45[MJ/m3]） 
  A：熱源システムで利用した CGS 発電電力量と排熱回収量に相当するガス消費量[MJ] 
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A=GG－(SE+OGE) ......................................... (5) 
  SE：CGS 補機電力消費量[MJ]（換算係数：9.76[MJ/kWh]） 
  OGE：外部への発電電力供給量[MJ] （換算係数：9.76[MJ/kWh]） 
(2) 改修効果の分析結果 
 a) コージェネレーションシステム総合効率（HHV） 
調査地区における改修前後の CGS 総合効率を図 7.4.8 に示す。CGS の改修では、g・e 地区は新
規にガスエンジンを導入し、j 地区はタスタービンからガスエンジンに更新し、h 地区はガスエンジ
ンからガスエンジンに更新している。また、a 地区はガスタービンを更新せず発電電力の供給先を
変更していた。なお e 地区の総合効率は、CGS ガス消費量（GG）が調査できなかったため記載して
いない。 
図.6 を見ると、j 地区では、発電効率は 16 ポイント上昇し、排熱回収率は 12 ポイント低下し、
総合効率が 4 ポイント程上昇していた。h 地区では、発電効率は 8 ポイント上昇し、排熱回収率は
10 ポイント低下し、総合効率が 2 ポイント低下していた。a 地区では、発電効率 24%に変化は無い
が、排熱回収率が 6 ポイント上昇していた。 




また表 7.4.2 に示すように、5 地区における改修前後の CGS 設置利用形態のタイプの組合せが全
て異なることと、サンプル数が少ないため、タイプによる傾向を分析するに至らなかった。 







に設置した地区（g 地区、e 地区）では、改修前に比べプラント熱供給システム効率が 1.27～1.52
倍向上していた。CGS を更新した地区では、改修前に比べ 1.11～1.43 倍向上していた。 
 
  




図 7.4.8 CGS 総合効率の改修前後の比較 
 
 


























































































































g地区 e地区 j地区 h地区 a地区
*
*e地区改修後の熱供給システム効率は推計値










1） 地域熱供給地区における CGS 設置利用形態は、プラントに CGS が設置される形態を 7 タイ
プ、プラント設置建物内需要家に設置される形態を 3 タイプ、一般需要家建物に設置される形
態を 1 タイプ、計 10 タイプに整理した。そして、各タイプの商用電力の受電形態を含めると
13 タイプとなる。 
2） 首都圏の CGS を導入している 24 地区の内、東京都特別区、千葉市、さいたま市 17 地区の調
査結果より CGS を設置した建物内で発電電力を消費する地区は 17 地区中 12 地区（71％）で
あり、CGS を設置した建物外へ供給する地区は 17 地区中 3 地区（18％）であった。 
3） CGS を改修した 9 つの地域熱供給地区の調査結果より、CGS の改修ケースは、プラントへの
新設、需要家への新設、個別受電から一括受電への移行、設置場所の変更、発電電力の供給先
が変更、非常時対応のみの追加の 6 ケースに整理した。 
4） 改修実態調査を行った 9 地区の内、プラントの熱源システムのエネルギー消費量と CGS のエ




































































ステム 132 地区を 100%としたときに、どの距離帯にどれだけの割合の地域熱供給が集積している









図 8.2.1 各特定都市再生緊急整備地域内の地域熱供給の整備数 
 
 
図 8.2.2 ターミナル周辺の地域熱供給システムの集積度合い 
  









































 そこで本研究ではこの対応策として、災害時機能継続が必要な建物の非常用発電機を 72 時間稼






































































































 図 8.3.1 にモデルスタディの対象エリアを示す。本研究で提案する連携システムは CGS の発電




ィでは再開発建物に設置した CGS と既存地域熱供給システムの連携システムを想定する。  
 
 





























図 8.3.2 既存地域熱供給地区の需要家建物概要 
 
   



























No. 需要家 延床面積[㎡] 
① プラント 約 1,200 
② a ビル 約 30,000 
③ b ビル 約 17,000 
④ c ビル 約 10,000 
⑤ d ビル 約 7,000 
⑥ e ビル 約 6,000 
⑦ f ビル 約 17,000 
⑧ g ビル 約 4,000 
⑨ h ビル 約 22,000 









吸収式冷凍機① 7,600 1 
吸収式冷凍機② 15,000 2 
吸収式冷凍機③ 24,000 1 
温熱源 
炉筒煙管ボイラ① 6,800 5 
炉筒煙管ボイラ② 22,000 1 






 図 8.3.4 に既存地域熱供給地区の需要家建物の延床面積と年間熱負荷を示す。既存 DHC の熱負荷
は、需要家建物 9 棟の内、第 3 章の調査で実績値を得られた建物の値を用いて想定する。また、実
績値を得られた需要家建物は②b ビル、⑩i ビル、⑦f ビル、⑤d ビル、⑧g ビルの 5 棟である。 





冷熱は 1.23、温熱は 0.86 を乗じ補正した値をシミュレーションで用いた。シミュレーションで設定
した時刻別熱負荷（平日・休日）を図 8.3.5 に示す。 
 
 













































































 運転計画は、冷熱源機器では図 8.3.6 に示すように、冷凍機の運転パターンの設定として、昼間































































































































































































































































































































































































































































































































































































4月 5月 6月 7月 8月 9月













































































































































































4月 5月 6月 7月 8月 9月



















































































































































































間のシステム効率は 0.71[-]であった。図題より熱供給事業便覧から算出した既存地区の 2008 年度




NE=(CL+HL)／(E+G) ........................................................................................................................... (1) 
  NE：熱供給システム効率[-] 
  CL：冷熱販売量[MJ] 
  HL：温熱販売量[MJ] 
  E：熱源システム商用電力消費量[MJ]（換算係数：9.76[MJ/kWh]） 
  G：熱源システム都市ガス消費量[MJ]（換算係数：45[MJ/m3]） 
 
図 8.3.7 既存地区のシミュレーション結果（月毎） 
 
図 8.3.8 既存地区のシミュレーション結果（年間）  
0.66
0.74 0.68 0.71 0.70
0.72 0.75


















































(1) BCD 電源の排熱回収量を基にした発電機器・熱源機器の選定 
 図 8.3.9 に本モデルスタディにおける CGS の選定フローを示す。CGS のシステム効率を定格通り
に稼動させるためには余剰排熱量を少なくすることが重要である。そのため連携システムにおける
CGS の設定は、連携する DHC の排熱受入可能量から CGS の回収排熱量を設定し、E.I.エンジニア





移の内、就業時間帯の 9 時～18 時に発生する蒸気総消費量の最小値を既存地区の排熱受入可能量と
して設定した。この結果、本モデルスタディにおける八重洲・日本橋地区の排熱受入可能量は 11 月
9 時台の 6,767[MJ/h]となった。 
最後に、E.I.エンジニアリングの活用データ集で記載されている機器性能は kW 表記であるため、
排熱受入可能量 6,767[MJ/h]を 3.6で除した 1,879[kW]を参考に一台あたりの排熱蒸気回収量 654[kW]、
排熱温水回収量 546[kW]、発電容量 1,500[kW]のガスエンジン CGS を 3 台選定した。 
 
図 8.3.9 本モデルスタディにおける CGS の選定フロー 
 





















































































































































































































































































































































































































































 a) 冷熱源機器の設定 









 はじめに、設定した CGS の排熱温水総回収量 1,638[kW]（5,896[MJ/h]）を参考に稼働率が 60％時







図 8.3.11 本モデルスタディにおける冷熱源機器の選定フロー 
  
a) 排熱回収効率                 b) 排熱回収量 
図 8.3.12 蒸気焚きジェネリンクの機器特性 

















































































































































































































































 b) 温熱源機器の設定 









図 8.3.13 本モデルスタディにおける温熱源機器の選定フロー 
 
(2) 運転計画の設定 
 運転計画は、冷熱源機器では図 8.3.14 に示すように、連携システム CGS は 8～22 時の稼動を想
定した。冷凍機の運転パターンの設定として、既存 DHC のシミュレーションと同様に昼間を 8～22
時、夜間を 22～8 時と設定した。冷熱源機器は CGS が稼動する 8～22 時に蒸気焚きジェネリンク
①2,109[MJ]3 台を優先的に稼動し、不足分は吸収冷凍機②15,000[MJ]を稼動する運転パターンを設
定した。また、夜間は蒸気焚きジェネリンク①2,109[MJ]1 台を稼動する運転パターンを設定した。 
















































































































































































































































































































































































































































































4月 5月 6月 7月 8月 9月







4月 5月 6月 7月 8月 9月


























































































































































































































































































































































NE=(CL+HL)／(E+G+A) ............................... (2) 
  NE：熱供給システム効率[-] 
  CL：冷熱販売量[MJ] 
  HL：温熱販売量[MJ] 
  E：熱源システム商用電力消費量[MJ]（換算係数：9.76[MJ/kWh]） 
  G：熱源システム都市ガス消費量[MJ]（換算係数：45[MJ/m3]） 
  A：熱源システムで利用した排熱回収量に相当するガス消費量[MJ] 
A=GG－GE ..................................................... (3) 
  GG：CGS ガス消費量［MJ］（換算係数：45[MJ/m3]） 
  GE：CGS 発電電力量［MJ］（換算係数：9.76[MJ/kWh]） 
 
 















































































































































8.4 連携システムによるターミナル周辺地区の災害時電源確保程度の分析  
8.4.1 連携システムによる災害時電源確保程度の評価指標 






で 72 時間稼動できるようにバックアップすることを想定する。この際、自前の設備で 72 時間稼動









 Pca=AP／  Ph .................................................................................................................................. （4） 
 Pca：災害時電源カバー率[%] 
 AP：エリア内の非常用発電機が 72 時間稼動した場合の発電電力量[kW] 
 Ph：h 時におけるエリア内の非常用発電機の発電電力量[kW] 
 
図 8.4.1 連携システムの CGS による災害時電源カバー率のイメージ  































電話でヒアリングを行い、東京 23 区の届出を行っている全ての非住宅建物 12,914 件の非常用発電
機の情報を Excel 媒体で調査した。これにより表 8.4.1 に示すようにシミュレーションエリア内の
非常用発電機を設置している 16 件の建物とその電源容量を特定できた。 
消防庁のデータには稼働時間の記載がないため、東京駅周辺の八重洲・日本橋・京橋地区の非常
用電源を持つ建物 172 件を対象に表 8.4.2 に示す内容をアンケート調査した。この結果 172 件中 36
件（20.9％）の回答があり、その内有効回答件数は 31 件（18％）であった。しかし、シミュレーシ






表 8.4.1 シミュレーション対象エリア内の非常用発電機が設置された建物の概要 
ビル名称 延床面積[㎡] 建物施設 発電機容量[kW] 
稼働時間[h] 
実態調査結果 
A ビル 1,516 事務所 10   
E ビル 5,930 非特定施設の複合 48   
B ビル 895 特定施設の複合 16   
C ビル 1,543 停車場 40   
D ビル 838 事務所 42   
G ビル 8,979 事務所 80 2.93 
F ビル 3,122 事務所 52   
J ビル 4,820 事務所 140   
H ビル 3,168 特定施設の複合 110   
I ビル 2,376 事務所 130   
M ビル 15,218 事務所 252 2.5 
K ビル 14,157 特定施設の複合 240 97 
L ビル 3,210 事務所 240   
P ビル 23,329 事務所 400 25 
N ビル 16,527 特定施設の複合 300   
Q ビル 21,252 事務所 440   
O ビル 11,162 事務所 318   
R ビル 16,962 事務所 500   
S ビル 16,353 事務所 500   
T ビル 41,478 事務所 1,050   
 









 表 8.4.3 に稼動可能時間想定のフローを示す。まず、シミュレーションエリア内の建物の内、実
態調査により稼働時間が得られた建物はその値を用いる。稼働時間データがない建物は実態調査結




















 図 8.4.2 に非常用電源容量ごとの実績データにおける稼働時間の出現頻度を示す。稼動可能時間
の出現頻度は、非常用発電機の容量を 50[kW]未満、50~100[kW]、150~300[kW]、300~800[kW]、
800[kW]以上の 5 クラスに分類して分析を行った。これにより、稼働時間において 10 時間未満の
データと 72 時間以上のデータが大きな割合を占めることがわかった。また、非常用発電機容量が
大きくなるに従い、稼働時間が長いデータの割合が大きくなることが分かった。  





50[kW]未満(n=8)              b）50~100[kW] (n=13) 
  
150~300[kW](n=19)              d）300~800[kW](n=11) 
 
e）150~300[kW](n=6) 
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































表 8.4.4 消防庁データの稼働時間の割り当て方法 
300~800kW 
稼働時間 出現頻度[%] 想定台数（小数） 決定台数（整数） 
4~5 時間 9.1% 0.45 1 台 
6~7 時間 27.3% 1.36 1 台 
8~9 時間 9.1% 0.45 1 台 
11~12 時間 9.1% 0.45 1 台 
24~25 時間 9.1% 0.45 0 台 
25~26 時間 9.1% 0.45 0 台 
70~71 時間 9.1% 0.45 0 台 
72 時間以上 18.2% 0.91 1 台 
合計 - 100% 5 台 5 台 
 
8.4.3 導入コージェネレーションシステムによる災害時電源確保程度の分析 
 図 8.4.3 にシミュレーション対象エリアにおける非常用発電機の稼動可能時間の想定結果を示す。
シミュレーション対象エリア内建物 16 件の非常用発電機の総容量は 4,908[kW]であるが、連携シス
テムの CGS は自前の設備で 72 時間稼動できる建物には電力を供給しないため、稼動可能時間が 72
時間未満の建物の非常用発電機の容量は 2,946[kW]となり連携システムで設定した CGS4,500[kW]で
バックアップができることを確認した。 




353,376[kW]であり、連係システムの CGS が賄う発電電力量は 187,398[kW]となった。この結果、連
携システムの CGS の災害時導入効果である災害時電源カバー率は 2.13 倍となった。 
 
 
図 8.4.3 シミュレーション対象エリアにおける非常用発電機の稼動可能時間想定結果  
































































































































 第 2 章は、地域熱供給システムが建物の省エネルギー化に与える影響に関わる内容、第 3 章、4








ることを確認した。また、1998 年から 2015 年にかけて、地域熱供給システムの CO2 排出量及びエ
ネルギー効率を算出した。この結果、供給延床面積あたりの CO2 排出量・一次エネルギー消費量割

















第 9 章 総括 
 
204 














第 5 章では、前章で分析した震災後の台数分割と CGS 導入の有効性を検証するためシミュレー
ションを行った。台数分割シミュレーション分析の結果、震災後の方が全般的にシステム効率が低
下傾向にあったが 2 台ケースに対する台数分割の効果が、2009 年度の場合は約 1.28 倍、2015 年度
の場合は約 1.33 倍に向上したことから、震災後の方が台数分割の効果が大きいことを確認した。ま
た、CGS モデルシミュレーション分析の結果、ガス・電気式モデルの年間効率は、2009 年度に対し
て 2015 年度では約 9.4%と約 12.3%に低下した。一方、CGS の場合は 2009 年度に対して 2015 年度
〔GE-2 基〕で約 7.9%低下、2015 年度〔GE-3 基〕で約 2.4%低下であり、ガス・電気式モデルと比





ネルギー供給実績報告書を用いて 2009 年度から 2015 年度までの熱源機器改修内容の調査を行い、







第 7 章では、既存地域熱供給システムの効率向上の方法として CGS 導入に着目した。既存の地域
熱供給システム地区の中で、CGS を持つ地区を研究対象として、そのエネルギーシステム形態を調
査した。東京都特別区、千葉市、さいたま市 17 地区の調査結果より CGS を設置した建物内で発電
電力を消費する地区は 17 地区中 12 地区（71％）であり、CGS を設置した建物外へ供給する地区は
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17 地区中 3 地区（18％）であった。 
また、近年 CGS を改修あるいは新規導入した地域熱供給システム 9 地区のエネルギーシステム
を調査し、プラントへの新設、需要家への新設、個別受電から一括受電への移行、設置場所の変更、
発電電力の供給先が変更、非常時対応のみの追加の 6 ケースに整理した。そして、9 地区の内 5 地
区のエネルギー消費量等を調査し、発電効率は全ての地区で向上し総合効率が 4～6 ポイント上昇
する地区や 2 ポイント低下する地区があること、熱供給システム効率は、改修前後で全ての調査地







るのに対し連携後のシステム効率は 1.13[-]と約 1.6 倍の値を示した。また、連携システムの非常時
の効果として、エリア内災害時電源カバー率を提案し、連係 CGS 導入により災害時、商用電力に
頼らずエリア内の建物に供給できる発電電力量が 2.13 倍になることを確認した。 
 
 以下に 2 章～8 章で得られた知見をまとめる。 
１) 東京都特別区において、地域熱供給システム地区内には都心部に立地する事務所建物の延床面
積の約 40％が集積しており、地域熱供給システムが建物の省エネルギー化に与える影響は大











































えられる。また、CGS の導入形態の調査では、本研究では CGS 設置利用形態の調査において CGS
所有者や発電電力の供給方式については言及できなかった。そのため、新規に導入・改修されるシ
ステムを対象に継続した CGS 導入形態の調査を実施すると共に、CGS 設置利用形態の精査が必要
であると考えられる。 
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